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損保ジャパン・グリーン・オープン　（愛称：ぶなの森）

環境問題への取組状況（組入全銘柄）

当資料では、損保ジャパン・グリーン・オープン（以下、当ファンド）が、基準日時点で組入れ

ている全ての銘柄の環境問題への取組状況をご紹介します。

・当資料は、特定の株式銘柄を推奨するものではありません。

・当ファンドは組入銘柄を入替えることがあるため、現在組入れている銘柄と異なる場合があります。

・当資料は作成段階で入手しうる情報をもとにＳＯＭＰＯリスクマネジメント株式会社が作成したコメントに基づき、SOMPOアセットマネジメン
ト株式会社が作成していますがＳＯＭＰＯリスクマネジメント株式会社およびSOMPOアセットマネジメント株式会社が、その正確性や完全
性を保証するものではなく、いかなる者に対しても責任を負うものではありません。

銘柄名 業種 コメント

清水建設株式会

社

建設業 清水建設は、「地球社会への貢献」を具体化するため、１９９１年に「清水地球環境憲章」を

定め、環境への取り組みに対する姿勢を明記するとともに、「環境保全」「環境事業」「環境リスク

管理」「環境社会貢献」の４つのアプローチから環境経営を推進しています。２０２１年度には

ＳＤＧｓ（Ｓｕｓｔａｉｎａｂｌｅ Ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ Ｇｏａｌｓ）の達成

に資する環境ビジョン「ＳＨＩＭＺ　Ｂｅｙｏｎｄ　Ｚｅｒｏ　２０５０」を策定し、これに基

づき、２０１６年度に策定した「エコロジー・ミッション２０３０－２０５０」の長期目標の見直

しを行い、「事業活動により自ら排出するＣＯ２」と、お客様にお引き渡しした設計・施工物件の

運用時における「お客様が排出するＣＯ２」排出量を２０５０年度にゼロとする目標を設定し

ました。その中で、「事業活動により自ら排出するＣＯ２」では、施工時ＣＯ２削減について、２

０１９年度実績で１９９０年度対比５８％削減（２０１９年度目標５４％削減）を

達成しています。なお、この中長期目標は、パリ協定の長期目標達成のためのＳＢＴ（科学的

根拠に基づく目標）として承認されています。

大和ハウス工業株

式会社

建設業 大和ハウスグループは、「人・街・暮らしの価値共創グループとしてサステナブルな社会の実現を目

指し、グループ、グローバル、サプライチェーンを通じて環境負荷”ゼロ”に挑戦します」を掲げた環境

長期ビジョンの実現に向け、環境活動を推進しています。環境長期ビジョンからバックキャスティング

（逆算）するとともに、２０３０年にマイルストーンを置き、およそ３カ年ごとに具体的な目標と計

画を「エンドレス グリーン プログラム（ＥＧＰ）」として策定しています。４つの環境重点テーマ、

①気候変動の緩和と適応、②自然環境との調和、③資源保護・水資源保護、④化学物質に

よる汚染の防止に関して、調達、自社活動、商品・サービスの３段階を通じ、環境負荷”ゼロ”に

挑戦しています。具体的な活動では、再生可能エネルギーの拡大に取り組んでおり、全グループの

電力使用量に対する再生可能エネルギー発電（売電含む）の割合を、２０３０年に１０

０％まで向上し、２０４０年には電力使用量の１００％を再生可能エネルギーでまかなうこと

を目指しています。

株式会社協和エク

シオ

建設業 情報通信インフラ構築の専門技術をコアコンピタンスとする協和エクシオグループは、ＣＳＲ基本方

針となるグループ理念に、「技術力を培う」「豊かさを求める」「社会に貢献する」を掲げ、誠実性と

透明性を経営上の基本的な規範として事業運営に取り組んでいます。ＣＳＲ取り組み課題とし

て、資源の循環、資源の有効利用を促進するとともに、地球温暖化防止等に向けた環境保全

活動を展開しています。具体的には、気候変動への対応として、ＣＯ２排出量の削減（前年

度比１％削減）、電気消費量、ガソリン使用量の削減、環境適合車の導入率向上、エクシオ

の森林（国有林）保全活動の維持管理を行っています。また、環境ビジネスの推進として、クリー

ンエネルギーの利用・森林保護、太陽光発電・木質バイオマス事業の建設、運営を進めていま

す。同社グループは安価かつ信頼できる現代的エネルギーサービスを提供したとして、平成２９年

度省エネ大賞において、「ＩｏＴを活用した小売電気事業者が提供する省エネルギーサービス」と

して「製品・ビジネスモデル部門　省エネルギーセンター会長賞」を受賞しています。

24枚組の1枚目です
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銘柄名 業種 コメント

株式会社ヤクルト

本社

食品業 ヤクルトグループは、人と地球の共生社会の実現を目指す「ヤクルトグループ環境ビジョン」を策定

しました。２０５０年のあるべき姿として「環境ビジョン２０５０」を定め、バリューチェーンにおけ

る環境負荷ゼロ経営に向けた環境活動を推進しています。本社工場、ボトリング会社では、Ｉ

ＳＯ １４００１の目的・目標の達成に向け、省エネルギーや省資源活動のレベルアップを

図っています。２０１９年度は福島工場でボイラー設備を高効率型に更新したほか、岩手ヤク

ルト工場、千葉ヤクルト工場、愛知ヤクルト工場の３工場で合計４台のヤクルト等の容器製造

用の成形機を省エネタイプの電動成形機へ更新しました。また、全国の工場ではＣＯ２排出量

の削減に向けて、照明設備のＬＥＤ化および生産設備や建物設備の効率的な運転方法の策

定による運転時間の削減を行いました。その結果、本社工場・ボトリング会社のＣＯ２排出量

生産量原単位は、２０１０年度比で５．８％減となりました。

日本ハム株式会社 食品業 ニッポンハムグループは「食べる喜び」を基本のテーマとし、時代を画する文化を創造し、社会に貢

献することを企業理念として掲げています。Ｖｉｓｉｏｎ２０３０「たんぱく質を、もっと自由

に。」を策定し、２０２１年２月に特定した「５つのマテリアリティ（重要課題）」に取り組むこと

が、持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）の実現と持続可能な社会の構築につながると考えてい

ます。２０２１年４月よりスタートした「中期経営計画２０２３」では、「Ｖｉｓｉｏｎ２０

３０」実現に向け、事業戦略とマテリアリティの実践を通したサステナビリティ戦略を両輪で進める

ことで、事業を通した社会課題の解決に努め、持続可能な社会の形成に寄与することが期待さ

れています。同社グループは環境方針をもとに、環境負荷低減と法令遵守に取り組み、各社・

事業部が集約した環境データや目標に対する進捗状況を「環境対策委員会」にて進捗管理

し、課題の抽出と施策について議論し、各社・事業部の環境対策委員が自部門に落とし込み、

取り組みを進めています。

日鉄ソリューション

ズ株式会社

情報通信業 システムの開発・運用、コンサルティングサービス等のシステムインテグレーター事業を展開している

日鉄ソリューションズは、「環境方針」のもと、地球環境保全を経営上の最重要課題のひとつと認

識して、経済活動と地球環境保全の両立を目指す「社会の持続可能な発展」の実現に貢献す

ることを目指しています。このために、環境保全に資する製品・サービス・ソリューションの提供推進

や廃棄物の削減、有害な環境影響の低減等への重点的な取り組みを行っています。持続可能

な開発目標（ＳＤＧｓ）の観点では、２０２１年３月期の「ＩＴを通じた地球環境の保

全」の取り組み事例として、企業の生産業務、輸送業務における最適化ソリューションによる環境

負荷の低減や、気象衛星「ひまわり」の運用事業を通じた気候変動の監視・予測の貢献、旅客

運輸業に関する電力モニタリングシステムを通じた省電力社会への貢献を挙げています。また、高

エネルギー効率のデータセンターによるクラウドサービスの提供等、環境負荷低減活動の推進にも

取り組んでいます。

キリンホールディン

グス株式会社

食品業 キリングループでは、従来の環境ビジョンを見直し、社会と企業のレジリエンス（回復力）強化へ

向けた新たなビジョン「キリングループ環境ビジョン２０５０」を策定しています。同ビジョンでは、お

客様をはじめ広くステークホルダーと協働し、自然と人にポジティブな影響を創出することで、こころ

豊かな社会と地球を次世代につなげていくことが掲げられています。これを実現するための取り組

みとして、「生物資源」「水資源」「容器包装」「気候変動」の４つの領域を取り上げています。

「生物資源」においては、持続可能な原料農産物の育種・展開および調達を行うことのほか、農

園に寄り添い原料生産地を持続可能にすることが示されています。具体的な取り組みとして、ス

リランカの茶ビジネスの持続可能性向上に向け、紅茶生産者や輸出業者・販売者等による対話

イベントを開催し、原料生産地の持続可能性を高めるキリンの取り組みについてプレゼンテーショ

ンを行っています。

味の素株式会社 食品業 味の素グループは、２０３０年の目指す姿として、「食と健康の課題解決企業」に生まれ変わる

と宣言しました。２０２０－２０５０中期経営計画を策定し、前半をフェーズ１「構造改

革」、後半をフェーズ２「再成長」としています。世界的に健康課題が増大する中で食の重要性

が顕在化し、重点事業を通じて人々の生活をより良くし、地球の持続可能性を高めることで企

業価値向上を図るため、ビジョンを一新し、ビジョンの実現に向けた仕組みとして、人財育成・開

発、組織マネジメント、事業戦略の策定プロセスを大きく変えていきます。また収益に関するマネ

ジメントポリシーも見直し、規模ではなく効率性と成長性を追求しています。このビジョンの実現を

目指すため、「２０３０年までに、１０億人の健康寿命を延伸します。」、「２０３０年まで

に、環境負荷を５０％削減します。」の２つの定量的な目標・ＫＰＩを設定して実現度合いを

測っています。

24枚組の2枚目です
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銘柄名 業種 コメント

Ｊ．フロントリテイ

リング株式会社

小売業 ２００７年９月に株式会社大丸と株式会社松坂屋ホールディングスが経営統合して発足した

Ｊ．フロントリテイリングは、マテリアリティ（重要課題）のうち環境問題を最優先課題であると捉

えています。資源循環等、環境課題を取り巻く外部環境の変化や、コロナ禍による変化から新た

にマテリアリティの見直しを行い、「お客様の健康・安全・安心なくらしの実現」「サーキュラー・エコノ

ミーの推進」の２項目を追加しました。また、低炭素社会への貢献として２０５０年のＣＯ２

排出量ゼロを目指す（Ｓｃｏｐｅ１・２、対２０１７年度比）ことや、２０３０年のＣＯ

２排出量を６０％削減する（Ｓｃｏｐｅ１・２、対２０１７年度比）ことを掲げています。

このための具体的な取り組み策として、電力に占める再生可能エネルギー比率の６０％目標、

省エネ高効率機器の導入、照明のＬＥＤ化等を挙げています。さらに、サプライチェーン全体の

マネジメントにも取り組むとして、２０３０年にＣＯ２排出量４０％削減する（Ｓｃｏｐｅ

３、　対２０１７年度比）ことを長期目標として掲げています。

トヨタ紡織株式会

社

輸送用機器業 トヨタ紡織グループは、環境問題に対して長期的な視野を持ち、より高いレベルでの挑戦が必要

との考えから、２０１６年５月に「２０５０年環境ビジョン」を策定しました。同ビジョンにおい

て、６つの環境チャレンジ目標として、「トヨタ紡織グループＣＯ２排出量ゼロ」「ライフサイクルＣ

Ｏ２排出量ゼロ」「生産工程 水リサイクル化による排出ゼロ」「天然資源使用量ミニマム化」

「廃棄物ミニマム化」「森づくり活動１３２万本植樹」を掲げています。「ＣＯ２排出量ゼロ」への

チャレンジでは、「２０５０年までに工場のＣＯ２排出量ゼロ」にチャレンジするために、革新的

生産技術開発や製品・材料技術開発、工場改善、再生可能エネルギー・次世代エネルギーの

活用で、ＣＯ２を大幅に削減することを目指しています。また、「廃棄物ミニマム化」へのチャレン

ジでは、廃棄物を出さない資源の有効活用をねらった設計・工法開発やリサイクル技術開発、マ

テリアルリサイクル１００％（部品から部品をつくる）に挑戦するとしています。

株式会社セブン＆

アイ・ホールディング

ス

小売業 セブン＆アイ・ホールディングスは、環境指針において、「事業活動の中で、環境保護、ロス削減、

資源の有効利用・再資源化、省エネルギー、廃棄物の削減、環境汚染の予防につとめ、企業の

責任を果たします。」と定めており、「商品、原材料、エネルギーのムダのない利用」をＣＳＲ重点

課題のひとつと捉えています。具体的な取り組みとして、低炭素社会の実現に向け、店舗運営に

伴うＣＯ２排出量を２０３０年度までに30％削減（２０１３年度比）、２０５０年度

までに80％以上削減（２０１３年度比）を目標に、省エネ・再生可能エネルギーの利用拡

大を進めています。また、同社グループでは、食品が売上高の多くを占めているため、食品廃棄物

の削減・リサイクルを重要テーマに掲げ、２０５０年の食品リサイクル率を１００％、食品廃棄

物量を２０５０年７５％削減（２０１３年度比）を目標に取り組みを推進しています。例

えば同社グループのイトーヨーカドーでは、セブンファームを活用して店舗から出た食品残さ（生ご

み）を肥料化し、栽培した野菜を店舗で販売する環境循環型農業を行っています。

東レ株式会社 繊維業 東レグループは、「わたしたちは新しい価値の創造を通じて社会に貢献します」との企業理念のも

と、２０１８年７月に、「２０５０年に向け東レグループが目指す世界」とその実現に向けた取

り組みを定めた「東レグループ サステナビリティ・ビジョン」を策定しています。２０５０年に目指

す「地球規模での温室効果ガスの排出と吸収のバランスが達成された世界」については、２０３

０年度目標（２０１３年度比）を「革新技術・先端材料の創出によりバリューチェーンへのＣ

Ｏ２削減貢献量を８倍」「再生可能エネルギーの導入等により生産活動による温室効果ガス

排出量の売上高原単位を３０％削減」とし、「資源が持続可能な形で管理される世界」につい

ては、同目標を「水処理膜により新たに創出される水処理貢献量（水量換算）を３倍」「生

産活動による用水使用量の売上高原単位を３０％削減」とし、達成に向けた取り組みを推進

しています。

株式会社ＳＵＭ

ＣＯ

金属製品業 シリコンウェーハメーカーであるＳＵＭＣＯは、企業の事業活動における環境負荷の低減は、地

球環境の維持・保全のための喫緊の課題であると捉え、「ＳＵＭＣＯ環境基本方針」を定めて

環境に配慮した取り組みを行っています。同社グループでは、環境基本方針、および定期的に実

施する環境影響評価結果に基づいて、すべての拠点毎に環境目標を定めており、この目標に

沿ってＣＯ２排出量や、化学物質使用量、産業廃棄物排出量や用水使用量の削減といった

環境負荷の低減や環境改善の取り組みを実施しています。温室効果ガス排出削減の長期目

標として、２０３０年度にＣＯ２排出原単位（Ｓｃｏｐｅ１＋２）を２０１４年比１

４．９％削減（年平均１．０％削減）と設定し、具体的な取り組みとして、シリコンウェーハ

の製造における電力使用量を削減するために、生産の効率化や合理化を推進しています。ま

た、物流工程における船便化によるＣＯ２排出量削減の取り組みも進めています。

24枚組の3枚目です



基準日：　2021年7月15日

※ 後述の「当資料のご利用にあたっての注意事項」を必ずご覧ください。

環境問題への取組状況（組入全銘柄）

損保ジャパン・グリーン・オープン　（愛称：ぶなの森）
銘柄名 業種 コメント

株式会社ワコール

ホールディングス

繊維業 ワコールグループは、「地球環境を守ることは企業の責務である」との認識に立ち、環境保全に配

慮した事業活動を推進しています。設計から材料開発、生産・物流・販売までのさまざまな工程

で環境に配慮した取り組みを行う等、環境負荷の少ない商品提供と汚染の予防に努めていま

す。また、サプライチェーン全体の環境負荷低減を目指して「サプライチェーン環境プロジェクト」を

２０２０年２月に発足しました。同プロジェクトは、サプライチェーンの枠組みに応じて「販促物

削減」「廃棄物削減」「環境負荷の低い商品・資材の開発」の３つの分科会で構成され、各課

題の現状把握、改善目標の設定、行動計画の策定を行っています。低炭素社会の実現に向け

た温室効果ガス排出量の削減については「事業所内活動におけるＣＯ２排出量削減」、「ライ

フサイクルにおけるＣＯ２排出量削減」の２軸から目標設定と進捗開示を行う計画で、同プロ

ジェクトにおいて議論を重ねています。

三井化学株式会

社

化学2(素材系) 三井化学グループは、提供する製品のライフサイクル全体における地球環境への悪影響の最小

化を目指し、事業活動にともなう環境負荷の低減と化学物質の適正管理の両面から環境保全

に取り組んでいます。事業活動を通じた社会課題解決への貢献を目指し、「経済軸」だけではな

く、「環境軸」、「社会軸」の３軸のバランスを重視した「２０２５長期経営計画目標（環境・

社会軸）」を立案し、「低炭素・循環型・自然共生社会の実現に貢献できる製品・サービスの

最大化」、「ＱＯＬ向上、スマート社会に実現できる製品・サービスの最大化」、「サプライチェーン

全体を通じた安全確保・高品質・公正の追求」を掲げました。同社グループでは、２０１６年

度に「国内のＧＨＧ（温室効果ガス）排出量（フル稼働ベース）を２００５年度対比で２

０３０年度までに２５．４％削減する」という長期目標に向け、省エネルギーの推進、燃料転

換、プロセス革新技術の創出等に積極的に取り組み、低炭素社会の実現に努めています。２

０１９年度は省エネ・燃料転換等の自助努力等で、「２０１８年度比で３万ｔ以上を削減

する（フル稼働ベース）」という目標を設定し、４万ｔの削減を達成することで、ＧＨＧ排出量

（フル稼働ベース）削減率は、対２００５年度比２７．７％となりました。

住友ベークライト株

式会社

化学2(素材系) 住友ベークライトグループでは、昨今のより深刻化する環境課題を踏まえ、より長期的な視点を

もって活動を推進することが必要と考え、最終年を２０５０年とする「２０５０年環境ビジョン

（ＣＯ２削減）」を策定しました。同ビジョンでは、①ＣＯ２排出量（Ｓｃｏｐｅ１、２）

を、２０５０年”ゼロ”に向けて挑戦します、②サプライチェーンを含めたＣＯ２削減に貢献しま

す、を掲げ、省エネ活動・ＭＦＣＡ活動（原材料や資材のロスを物量とコストで“見える化”す

る活動）・プロセス効率改革や、ライフサイクルのＣＯ２削減を考慮した製品開発等に取り組ん

でいます。ＣＯ２排出量の削減に関しては２００５年度比で国内４２％削減目標に対して

２０１９年度実績は４５％削減を達成しました。マテリアルロス発生量の削減や化学物質排

出量の削減も同様に目標を設定し、２０１９年度実績は概ね目標に沿った進捗となっていま

す。また、従来から日本化学工業協会を通じて参画している経団連の「低炭素社会実行計画」

にも継続して取り組み、計画的な環境負荷低減への取り組みを進めています。

武田薬品工業株

式会社

医薬品業 武田薬品工業は、１９７０年に環境保全対策委員会を設置して以来、約５０年にわたり環

境スチュワードシップ活動に積極的に取り組んできました。環境スチュワードシップへの取り組みの

一環として、カーボンニュートラル戦略や、水と廃棄物管理に関する新たな目標の設定を行いまし

た。カーボンニュートラル戦略では、２０１９年度に、バリューチェーン全体で２０４０年までに１

００％カーボンニュートラルにするという長期目標を設定し、省エネルギーや再生可能エネルギー

への投資、２０２４年までにサプライヤーの６７％が科学的根拠に基づいた独自の排出量削

減目標を設定できるような協力・支援体制の構築、製造拠点への太陽光発電施設の設置や

血清輸送の航空輸送から海上輸送への移行等に取り組んでいます。また、水と廃棄物管理に

関する新たな目標では、２０２５年度までに水資源消費量を５％削減（２０１９年度

比）する、２０２１年度までには製造拠点での水資源リスクアセスメントを実施して、リスクに

応じた水資源管理や削減施策を進める、２０３０年度までにすべての主要拠点で廃棄物の

埋め立て処分ゼロを達成する等、を掲げています。同社のブラジル工場では、建設廃棄物、解

体廃棄物、有機廃棄物、有害廃棄物を含むすべての廃棄物の埋め立てゼロを達成しています。

24枚組の4枚目です



基準日：　2021年7月15日

※ 後述の「当資料のご利用にあたっての注意事項」を必ずご覧ください。

環境問題への取組状況（組入全銘柄）

損保ジャパン・グリーン・オープン　（愛称：ぶなの森）
銘柄名 業種 コメント

DIC株式会社 化学2(素材系) 印刷インキ、有機顔料、ＰＰＳコンパウンドで世界トップシェアの化学メーカーであるＤＩＣグルー

プは、中長期に会社のパフォーマンスに大きな影響を与える重要課題（マテリアリティ）を２０１

９年スタートの中期経営計画「ＤＩＣ１１１」に合わせ改めて特定し、その最重要課題に「プロ

ダクト・スチュワードシップ」「気候変動への対応」等を掲げています。「プロダクト・スチュワードシップ」

は、製品の全ライフサイクル（調達、生産、流通、廃棄）にわたって、環境・安全・健康への影響

をモニター化し、トータルでの製品・サービスや事業を提供するもので、こうした活動を通じて、化学

物質情報管理体制の整備と設計段階から環境負荷物質削減を図るサステナビリティ指標の運

用化に取り組んでいます。また、「気候変動への対応」は、事業活動を進める上で極めて大きな要

素となってきていることを認識し、生産活動を通じたＣＯ２排出量削減、低炭素事業の推進、Ｔ

ＣＦＤ（気候関連財務情報開示タスクフォース）への対応の切り口で取り組みを進めています。

ＣＯ２排出量削減の中長期目標として、２０１３年度を基準年として、２０３０年５０％

削減、２０５０年カーボンネットゼロを設定し、２０２０年度ＣＯ２排出実績（Ｓｃｏｐｅ

１　＆　Ｓｃｏｐｅ２）はグローバルで２０１３年度比２３．６％の削減を達成しました。

株式会社大塚商

会

情報通信業 大塚商会は、「システムインテグレーション事業」と「サービス＆サポート事業」の二つの事業を柱に、

ＩＴソリューションを提供する会社です。同社では、「環境保全活動の推進」「省エネ・省資源の

推進」「汚染の防止と環境改善の継続」を取組事項として、環境方針で示しています。「大塚エ

コ・アクション・プラン」では、「ＬＥＤ照明の拡販で１５万ｔのＣＯ２を削減します」や、「通信販

売事業『たのめーる』において、環境商材の拡販で社会に貢献します」を掲げ、環境改善に寄与

する商品・サービスの普及拡大を推進しています。また、企業活動が地球環境に及ぼす影響を考

慮したうえで、環境保全活動に取り組んでおり、一例として、取り扱う商品における化学物質管理

を行っています。同社が取り扱う商品を製造するメーカーやベンダーに対し、化学物質含有規制の

対象物質の使用を避けるよう依頼している他、取り扱う商品における含有物質等の各種調査依

頼に対し、商品情報の提供や、不含有証明のメーカーへの問い合わせを行うといった対応をしてい

ます。

サワイグループホー

ルディングス株式会

社

医薬品業 サワイグループは、ジェネリック医薬品を中心とした医療用医薬品の製造販売を日本国内および米

国で展開しています。同社グループでは、企業理念のひとつである「人々の健やかな暮らしを実現

する」にあたり、ジェネリック医薬品を提供する企業として、地域・社会と連携した地球環境の保全

に取り組んでいます。ＣＯ２排出量削減の取り組みでは、国内７工場で、前年対比１％削減

を短期目標として、生産設備の集約や老朽化した設備の変更、設備の運転時間の見直し等、

様々な省エネ活動に取り組んでいます。また、中長期目標として、「２０１３年度＋αを基準

に、生産数量原単位で２０３０年度の二酸化炭素排出量を２５％削減する」としています。

生物多様性への取り組みでは、生物多様性の保全に貢献すべく、絶滅危惧種である「イタセンパ

ラ（コイ科のタナゴ亜科タナゴ属に分類される淡水魚）の保護活動」に年２回参加し、外来魚

の駆除や河川敷の清掃を行っています。

富士フイルムホール

ディングス株式会社

化 学 1( 消 費 財

系)

富士フイルムグループは、２０３０年度をターゲットとした「Ｓｕｓｔａｉｎａｂｌｅ Ｖａｌ

ｕｅ Ｐｌａｎ２０３０（SVP2030）」を策定し、環境分野を重点分野と位置づけて、自

らの環境負荷を削減するとともに環境課題の解決に貢献する取り組みを進めています。２０２０

年７月には、２０３０年度のＣＯ２排出削減目標について、自社の製品ライフサイクル全体で

の削減量を２０１３年度比４５％、自社製品・サービスの提供による削減貢献量を累積９０

００万トンへと引き上げました。製品の環境負荷低減を図るため、特に優れた環境配慮製品を

社内認定する「Ｇｒｅｅｎ　Ｖａｌｕｅ　Ｐｒｏｄｕｃｔｓ認定制度」を導入し、製品のラ

イフサイクル全体を考慮し、社会からの要請や製品の用途や特徴に合わせて評価の重みづけを変

える「製品群別の評価基準」を設定しています。これに基づく環境配慮設計アセスメントによって製

品の環境価値を明確化し、各評価項目の総合評価点によって製品を３ランクに分けて認定して

います。

株式会社マンダム 化 学 1( 消 費 財

系)

化粧品・香水や医薬部外品の製造および販売を主な事業とするマンダムグループは、環境保全

を経営上の重要課題とし、「環境方針」に基づいた環境活動を推進しています。環境配慮を商

品価値のひとつと位置づけて、原材料調達・製品使用・廃棄等といった商品の各ライフサイクル段

階について環境配慮項目を設定して一つ以上満たす商品を環境配慮製品とし、「２０２７年

までにマンダム国内商品の９０％」「２０５０年までにグループ商品の１００％」を環境配慮製

品とすることを目指しています。また、「２０５０年度にグループ全体でＣＯ２排出量ゼロ」との長

期目標を策定し、製品使用による排出量が特に大きいため環境配慮製品の開発に努めるほか、

工場でのエネルギー監視システムや氷蓄熱システムの活用による電力の有効利用、高効率のボイ

ラー設備の導入や燃料の灯油からＬＰＧへの変更、オフィスでのデマンド監視装置での時間帯別

電力使用量の管理による最大需用電力の抑制、物流・輸送業務の効率化やトラック輸送のモー

ダルシフト（貨物輸送をトラックから船や鉄道に変えること）等に取り組んでいます。

24枚組の5枚目です



基準日：　2021年7月15日

※ 後述の「当資料のご利用にあたっての注意事項」を必ずご覧ください。

環境問題への取組状況（組入全銘柄）

損保ジャパン・グリーン・オープン　（愛称：ぶなの森）
銘柄名 業種 コメント

株式会社ブリヂス

トン

ゴム業 ブリヂストングループは、「環境宣言」において、環境問題への取り組みを進める「３つの領域（商

品・サービス、モノづくり 、社会貢献 ）」とそれらを支える「２つの基軸（グローバル統一環境マ

ネジメントシステム、環境コミュニケーション）」において、「自然と共生する」、「資源を大切に使

う」、「ＣＯ２を減らす」を掲げ、環境活動を推進しています。２０５０年の環境長期目標にお

いて、「自然と共生する」取り組みでは、事業活動が与える生物多様性への影響を最小化しなが

ら、生物多様性の復元等の貢献活動を行うことによって、生態系全体での損失を相殺する取り

組みを実践しています。また「資源を大切に使う」取り組みでは、「継続的に利用可能な資源か

ら得られ、事業として長期的に成立し、原材料調達から廃棄に至るライフサイクル全体で環境・

社会面への影響が小さい原材料」をサステナブルマテリアルと位置付け、１００％サステナブルマ

テリアル化を進めています。さらに、「ＣＯ２を減らす」取り組みでは、パリ協定等の国際的な議

論を踏まえ、カーボンニュートラル化を目指しています。

ＡＧＣ株式会社 ガラス業 ＡＧＣグループは、社会とともに持続的に発展する企業を目指すために、環境への取り組みを

経営における最重要課題のひとつと位置づけています。事業活動の全てのフェーズで環境へ取り

組むことを宣言した「ＡＧＣグループ環境基本方針」を制定し、製造過程における環境影響の

最小化と製品を通じた環境問題の解決に取り組んでいます。製造においては、省エネルギーの推

進、コージェネレーションシステムの導入、燃料転換、フロン類の排出削減、再生可能エネルギー

導入の継続的な拡大を図っており、２０５０年までにＳｃｏｐｅ１＋２でカーボンネットゼロ

を目指しています。また、環境影響を考慮した「環境商品」の開発と提供に努めており、「ＡＧＣ

グループ環境商品ガイドライン」に沿った開発を進め、製品ライフサイクルの各段階で「省エネ・低

炭素」「省資源・廃棄物・３Ｒ」「環境保全性」の３つのカテゴリーで商品を評価し、さらに「安

全・安心（安全性）」「環境情報開示」も考慮しています。

日本製鉄株式会

社

鉄鋼業 日本製鉄は、環境経営に関するブランドマークとして、～持続可能な社会の実現に向けた、ゼロ

カーボン・スチールに挑戦します～、を制定しました。脱炭素社会に向けた取り組みにおいて欧米・

中国・韓国との開発競争に打ち勝ち、引き続き世界の鉄鋼業をリードするべく、独自の新たな対

策として「日本製鉄カーボンニュートラルビジョン２０５０～ゼロカーボン・スチールへの挑戦～」を

掲げ、２０３０年においては、現行の高炉・転炉プロセスでのＣＯＵＲＳＥ５０の実機化、

既存プロセスの低ＣＯ２化、効率生産体制構築等によって、対２０１３年比３０％のＣＯ

２排出削減の実現を目指します。２０５０年に向けては、電炉による高級鋼の量産製造、高

炉水素還元法の開発を通じたＣＯ２の抜本的削減、水素による直接還元鉄製造等の超革

新的技術にチャレンジし、カーボンオフセット対策等も含めた複線的なアプローチでカーボンニュート

ラルを推進します。

住友電気工業株

式会社

非鉄金属業 住友電工グループは、地球的視野に立った環境保全への取り組みを経営の最重要課題のひと

つとして位置付けています。環境方針の活動指針のひとつとして、環境に配慮した製品の提供の

拡大を掲げ、製品の評価から社会貢献量の算定までを実施し、エコマインド製品、エコ製品、地

球温暖化対策製品といった段階に分類することで、新製品開発へのフィードバックを行っていま

す。同社では、２０１８年度に策定した中期経営計画２２ＶＩＳＩＯＮに基づき、ＣＳＲ

重点分野の一部を見直しました。重点分野のひとつである環境保全分野では、２０１８年度

から５ヵ年計画で「アクションＥＣＯ－２２Ｖ」運動を実施しており、２０１９年度実績として

は、ＣＯ２排出量（国内外）絶対量削減を含む全９項目中、８項目で年度目標を達成し

ています。また、水リスクに対する課題の現状把握と対策に取り組んでおり、ＣＤＰ２０２０

ウォーター質問書のコンセプトを管理指標に活用して、水リスクの実情が把握され、対策が実行で

きているレベルに到達することを目指しています。

株式会社アマダ 機械業 金属加工機械・器具の製造・販売等を主要事業とするアマダグループは、環境宣言において、

「エコでつながるモノづくり」を掲げ、①エコな事業所でエコなマシンをつくる、②アマダグループのエコ

プロダクツがお客様のエコ製品をつくる、③お客様の工場のエコ環境をつくる、取り組みを進めてい

ます。具体的には、全開発商品に対し「省エネルギー」、「省資源」、「再資源化」、「材料の使用

制限」、「使用時の環境への配慮」、「梱包の合理化」、「情報の提供」の各項目について、製品

アセスメントを実施し、前機種よりも評価が著しく改善したものをＥＣＯ ＰＲＯＤＵＣＴＳと

して認定しています。また、同社グループでは、積極的に省エネ設備の導入を進めており、伊勢原

事業所では、割安な夜間電力を利用して夜の間に氷を蓄熱層に蓄えるシステムを設置し、夜に

つくった氷を昼間の冷房に役立てることで電力使用量の削減と昼間のピーク電力カットを実現し

ています。

24枚組の6枚目です



基準日：　2021年7月15日

※ 後述の「当資料のご利用にあたっての注意事項」を必ずご覧ください。

環境問題への取組状況（組入全銘柄）

損保ジャパン・グリーン・オープン　（愛称：ぶなの森）
銘柄名 業種 コメント

オーエスジー株式

会社

機械業 オーエスジーグループは、地球環境の保全が人類共通の重要な課題であることを認識し、「環境

基本理念」に基づいて、資源の効率的な利用や環境に配慮した製品づくり、お客様への環境に

優しい製品・サービスの提供等に積極的に取り組み、環境負荷低減と資源循環型社会の構築

を目指しています。同社グループでは、環境負荷低減への取り組みとして、超硬製品のリサイク

ル、再研磨・再コーティングサービス、環境に配慮した製品開発を実施しています。超硬製品のリ

サイクルでは、使用済み工具を回収、希少金属をリサイクルすることで素材として再生し、資源を

有効活用しています。再研磨・再コーティングサービスでは、それぞれ世界２１カ国、１４カ国に

拠点を有し、顧客のニーズに応えています。また、環境に配慮した製品開発では、超微細ナノ周

期積層構造により、従来の高硬度鋼用被膜と比べ高い耐チッピング性を発揮し、工具の長寿命

化を実現した製品開発等を進めています。

株式会社小松製

作所

機械業 建設・鉱山機械、産業機械等の事業を展開するコマツは、ＣＳＲを「本業を通じて社会の要

請に応えていく活動」と位置づけています。新中期経営計画（２０１９年度～２０２１年

度）では、コマツのあるべき姿・目指すべき姿を「安全で生産性の高いスマートでクリーンな未来の

現場」をお客様とともに実現し、顧客価値創造を通じたＥＳＧ課題の解決と収益向上の好循

環を図ること、としています。環境課題への対応として、２０３０年にＣＯ２を５０％削減

（２０１０年比）するという目標を立て、ＣＯ２排出量の少ない製品やサービス・ソリューショ

ンを提供して稼働中に排出するＣＯ２の削減に貢献し、更に自身の生産活動で低炭素を実

現していくとしています。建設機械のライフサイクルで排出されるＣＯ２のうち９０％は稼働中に

発生するため、製品のハイブリッド化や電動化等、製品の高度化により、燃費性能の優れた製品

を提供し、製品稼働時のＣＯ２排出を削減することを目指しています。２０２０年度の製品

では、稼働時のＣＯ２を１４％削減しました。

住友重機械工業

株式会社

機械業 精密制御機械・コンポーネントから、各種産業機械、船舶、大型プラントに至るまで、さまざまな

商品とサービスをグローバルに展開している住友重機械グループでは、事業活動とサステナビリティ

の統合を図ることを目的として、２０２０年３月に「ＣＳＲ基本方針」を制定しました。事業

活動を通じて優先的に取り組むべき７つの重要課題（マテリアリティ）を、機械メーカーとしての

強みを活かして社会に貢献する「価値創造の重要課題」と、社会の一構成員である企業として

貢献する「基盤となる重要課題」の２つのカテゴリーに大別し、事業を通じて創出する社会価値

を「社会基盤の構築」「生活の質の向上」「資源・エネルギーの再利用」の３つとし、同時に貢献

すべき主要な８つのＳＤＧｓを決定しました。具体的には、利用されない樹木（間伐材）や

椰子殼等の多様な燃料を用いたＣＦＢボイラ発電システムによる高効率発電やＣＯ２排出

量削減、高精度・高効率なプラスチック射出成形技術によって、精密かつ高強度な自動車プラ

スチック部品を製造し、自動車の軽量化、燃費向上に貢献しています。

株式会社荏原製

作所

機械業 荏原グループは、ポンプ等の回転機械を中核としつつ、環境関連プラント及び半導体製造関連

機器・装置事業を行っています。「水と空気と環境の分野で、優れた技術と最良のサービスを提

供することにより、広く社会に貢献する」との企業理念のもと、 ２０３０年度に向けた長期ビ

ジョン「Ｅ－Ｖｉｓｉｏｎ２０３０」を策定しました。同社グループでは、気候変動への取り組

みは、重要な課題であるとともに大きな事業機会であることを認識し、製品の小型化、高効率化

等による、環境負荷の低減に最大限に配慮した製品開発を行っています。また、異常気象に起

因する災害の被害を予防し、生じた被害からの迅速な復旧を支援する事業を行うとしています。

さらに、環境負荷の低減に最大限配慮したものづくりを行うため「環境目標２０３０」を設定

し、グループ内事業活動における温室効果ガス総排出量を２０１８年度比 ２６％削減、廃

棄物の再資源化率について国内　９５％以上を維持することを目指しています。

株式会社日立製

作所

電気機器業 日立製作所グループは、グローバルあるいはローカルな環境負荷低減に対する企業としての社会

的責任を果たすため、事業を通じて課題解決を図っていくことを経営戦略に据え、「環境ビジョ

ン」で「ステークホルダーとの協創による社会イノベーション事業を通じて、環境課題を解決し、生

活の質の向上と持続可能な社会の両立を実現する」と定めています。同ビジョンのもと、脱炭素

社会、高度循環社会、自然共生社会の実現を目指し、環境長期目標「日立環境イノベーショ

ン２０５０」と３年ごとの「環境行動計画」を策定して環境活動を推進しています。脱炭素社

会を目指した長期目標は「バリューチェーンを通じてＣＯ２排出量原単位を２０３０年度５

０％削減、２０５０年度８０％削減（２０１０年度比）」とし、総排出量の約９割を占

める製品・サービス使用時の削減のため、省エネ性能の優れた製品・サービス、再生可能エネル

ギーを導入する事業、デジタル化により効率向上・ＣＯ２削減を実現するソリューション等を推

進していくこととしています。

24枚組の7枚目です



基準日：　2021年7月15日

※ 後述の「当資料のご利用にあたっての注意事項」を必ずご覧ください。

環境問題への取組状況（組入全銘柄）

損保ジャパン・グリーン・オープン　（愛称：ぶなの森）
銘柄名 業種 コメント

三菱電機株式会

社

電気機器業 三菱電機グループは、環境貢献を重要な経営課題と位置づけて環境課題の解決に率先して取

り組むことを定めた長期環境経営ビジョン「環境ビジョン２０５０」において、２０５０年に向け

たあるべき姿を明確にし、「環境宣言」「３つの環境行動指針」「重点取組」を示しています。「重

点取組」のひとつである気候変動対策では、バリューチェーン全体での温室効果ガス排出量の２

０５０年の目標を、従来の「２０１３年度比８０％削減」から、排出量以上に削減貢献量

を拡大していくことで「実質ゼロ」へと変更しました。パワーデバイスの高効率化と市場での普及拡

大、再生可能エネルギーの大容量・高効率送電や系統安定化による導入拡大への貢献、省エ

ネ・創エネソリューションの提供に取り組むほか、２０２３年度末時点でのＣＯ２排出量につい

て、新製品使用時で前モデル比１％以上改善、生産時で２０１６年度比９％以上削減を

目標としています。

富士電機株式会

社

電気機器業 富士電機は、地球環境保護への取り組みを経営の重要課題のひとつと位置づけて、本業を通し

て地球環境保護に貢献する「環境経営」を推進しており、２０１９年に「革新的クリーンエネル

ギー技術・省エネ製品の普及拡大を通じ『脱炭素社会』『循環型社会』『自然共生社会』の実

現を目指します」との「環境ビジョン２０５０」を発表しています。『脱炭素社会』の実現について

は、「サプライチェーン全体でカーボンニュートラルを目指します」と掲げ、２０３０年度目標を「生

産時の温室効果ガス排出量４６％超削減（２０１３年度比）、製品による社会のＣＯ２

削減」として、クリーンエネルギーや省エネ製品の市場供給、生産設備に対する省エネ設備の投

資等に取り組んでいます。なお、『脱炭素社会』実現への貢献を目指して、「環境ビジョン２０５

０」の見直しを図るとともに、実現に向けた具体的な取り組みについての検討を開始しており、

「製品によるＣＯ２排出削減」の目標値は２０２２年に開示することとしています。

株式会社明電舎 電気機器業 社会インフラ事業、産業システム事業、保守・サービス事業等を展開している明電舎グループは、

「環境ビジョン」において「これまで培ってきた、社会インフラを支えるエネルギーや水処理分野にお

ける事業、製品・技術及びサービスを通じ、『持続可能な社会づくりへの貢献』を果たすとともに、

事業活動における環境負荷を低減していきます」と掲げ、２１世紀を生きる企業に課せられた

命題を「地球温暖化の防止」「循環型社会の形成」「生物多様性の保全」と捉えて環境経営に

取り組んでいます。「地球温暖化の防止」に向けては、２０３０年度までに事業活動に伴う温

室効果ガス排出量を３０％削減（２０１７年度基準）することを目指して、高効率な照明

や空調設備への更新、電力消費量の見える化による設備の運用改善、非化石証書を活用し

た電力の調達等を行っています。また、販売した製品の使用による温室効果ガス排出量が大き

いため、製品の環境配慮設計や、省エネや再エネ活用につながる製品の提供を推進していま

す。

日新電機株式会

社

電気機器業 電力エネルギー関連設備を中心とした電気機械器具の製造・販売等を行っている日新電機グ

ループは、ＣＳＲ推進基本方針のひとつに「『地球環境との共存』を重視し、環境負荷を低減す

る製品・サービスの普及に努めるとともに、自らの事業活動における環境負荷も低減します」と掲

げ、５つの環境活動の重点項目の１番目を「環境配慮製品・サービスの普及拡大・創出」として

います。独自に定める環境配慮項目に１つ以上該当し、ライフサイクルの温室効果ガス排出量

が２０００年度比で２０％以上低減した製品を「エコ製品」、５０％以上低減した製品を

「スーパーエコ製品」として環境ラベル表示しており、２０２０年５月時点でエコ製品１１製

品、スーパーエコ製品１０製品を認定しています。また、再生可能エネルギーの利用拡大や省エ

ネにつながるエネルギーソリューションの創出にも努めており、自社拠点を活用したＳＰＳＳ（ス

マート電力供給システム）の実証に取り組んでいます。

ＥＩＺＯ株式会

社

電気機器業 映像機器をはじめ、さまざまな映像環境ソリューションの提供を行うＥＩＺＯグループは、製品が

環境配慮型であることはもちろん、製品づくり及び企業活動の側面においても環境保全を行うべ

きであるという考えのもと、「環境・エネルギー基本方針」を定め、これに基づく環境・エネルギーマネ

ジメントシステムを確立しています。製品開発においては、各種法令・規制、国内外の規格、業

界動向、社会情勢を考慮のうえ、製品環境配慮の向上を目指しており、同社グループが独自に

定める「環境適合性基準」に基づいて、製品環境アセスメント（環境配慮の度合いの評価）を

実施しています。また、２０２０年１２月に改定した温室効果ガス排出量の削減目標では、

２０３０年度までにＣＯ２排出量を７０％削減（２０１７年度比）、２０４０年度まで

にＣＯ２排出量をゼロとする目標を設定し、エネルギー使用の合理化や再生可能エネルギーの

活用をはじめ、環境・エネルギーマネジメントシステムの運用強化に取り組んでいます。

24枚組の8枚目です



基準日：　2021年7月15日

※ 後述の「当資料のご利用にあたっての注意事項」を必ずご覧ください。

環境問題への取組状況（組入全銘柄）

損保ジャパン・グリーン・オープン　（愛称：ぶなの森）
銘柄名 業種 コメント

パナソニック株式会

社

電気機器業 パナソニックは、「より良いくらし」と「持続可能な地球環境」の両立に向け、クリーンなエネルギーで

より良く快適にくらせる社会を目指す「パナソニック環境ビジョン２０５０」を２０１７年に策定

しました。同ビジョンでは、モノづくりプロセスの革新で「使うエネルギー」を可能な限り抑制し、あわ

せて、創・蓄エネルギー事業の拡大や、水素社会等 新しい社会システムへの貢献を通じてクリー

ンなエネルギーの活用機会を増大することで、「創るエネルギー」を伸ばしていくとして、２０５０

年に「創るエネルギー」が「使うエネルギー」を超えることに挑戦するとしています。同ビジョンの実現

に向けて、工場においては、「ＣＯ２ゼロモデル工場の推進」、「再生可能エネルギー利用拡

大」、「エネルギーミニマム生産の推進」に取り組んでいくとしています。また、資源に関しては、「サー

キュラーエコノミー型事業の創出」、「投入資源を減らし循環資源の活用を拡大」、「グローバルで

工場廃棄物をゼロエミッション化」に取り組むとしています。

ソニーグループ株式

会社

電気機器業 ソニーグループは、「環境負荷をゼロ」を実現するため、環境計画「Ｒｏａｄ ｔｏ Ｚｅｒｏ

（ロード・トゥ・ゼロ）」を推進しています。環境に関わる４つの視点（気候変動、資源、化学物

質、生物多様性）それぞれにゴールを設定し、気候変動では「製品でもＣＯ２排出量ゼロ」、

資源では「新たな採掘資源の使用ゼロ」、化学物質では「原材料からの徹底管理」、生物多様

性では「自然環境との共生」を掲げています。具体的な取り組みでは、環境配慮製品やサービス

を開発・提供するとともに、事業所の省エネルギー化や再生可能エネルギーの導入を推進、製造

委託先や部品サプライヤーにも温室効果ガス排出量削減を働きかける等を進めています。また、

製品の軽量化や事業所の資源効率向上により投入資源を削減し、世界各地で回収した使用

済み製品の再資源化をリサイクラーと協業、再生資源を活用し、製品への循環資源を追求して

います。

アルプスアルパイン

株式会社

電気機器業 電子部品事業を中核とするアルプス電気と、車載情報機器事業を中核とするアルパインが２０

１９年に経営統合して発足したアルプスアルパインは、企業理念にある「人と地球に喜ばれる新

たな価値の創造」を実践することで、持続可能な社会への貢献と企業価値の向上を目指してい

ます。環境の取り組みを重大な経営課題のひとつと捉え、環境負荷低減に貢献する製品の提

供、事業活動における環境負荷低減を中心に環境経営を推進しています。２０１９年度から

の第１次環境保全中期行動計画では、同社グループ全体で２０５０年度の温室効果ガス排

出量を２０１３年度比８０％削減との長期目標を設定し、高効率の空気圧縮機・空調機・

ＬＥＤ照明等の導入、空気圧縮機の配置の最適化や配管系統の合理化、待機電力の削

減、再生可能エネルギーの導入や再エネ由来電力の購入を行っています。長期目標の達成に

向け、事業用電力を１００％再生可能エネルギーへ変換する方針としています。

株式会社デンソー 輸送用機器業 自動車部品メーカーのデンソーグループは、「地球環境の維持と両立」に向けて、「先進的なクル

マ社会の創造」に貢献できる企業グループを目指しています。製品・生産にとどまらず事業活動

のあらゆる分野で環境負荷を削減し、世界でトップクラスの環境効率や高い資源生産性を追求

するとともに、環境保全活動を通じて経済価値を創出する「環境経営」を推進しています。「環

境経営」に向けた長期のコミットメントおよび環境方針として「デンソーエコビジョン」を１０年ごとに

策定し、２０２５年に達成すべき３つの目標として、ＣＯ２排出量の半減を目指す「エネル

ギー１／２」、環境負荷物質の影響や排出物・廃棄物の半減を目指す「クリーン２倍」、クルマ

の燃費性能の向上、工場や地域の緑化、従業員の環境マインド向上を目指す「グリーン２倍」

を定めています。３つの目標を「製品」「工場」「社員」「経営」のそれぞれの段階で実現するため、

具体的行動「アクション１０」を推進しています。

コーセル株式会社 電気機器業 スイッチング電源等の電子機器、電気機械器具の製造及び販売を行っているコーセルは、「環境

方針」の中で環境理念を「『環境と生産活動並びに製品開発との調和』を図り、地球環境の維

持・向上に努め社会に貢献する。」と定め、「環境方針」を具現化するための行動方針の１番目

に「環境を考慮した製品の提供を行う」と掲げています。製品開発における環境配慮の取り組み

として、新製品の開発段階で省資源化、省エネルギー、リサイクル性、有害物質の有無、梱包、

包装等の観点で環境アセスメント評価を実施し、より環境にやさしい製品づくりを目指した活動

を推進しています。環境に配慮した製品の開発促進と製品に関する環境情報を積極的に顧客

に提供する目的で、環境に対する社内評価制度を制定し、環境負荷低減効果が高い製品で

ある「エコモデル」として、２０１０年度から２０１９年度の累計で２５２製品を認定・登録し

ています。

24枚組の9枚目です



基準日：　2021年7月15日

※ 後述の「当資料のご利用にあたっての注意事項」を必ずご覧ください。

環境問題への取組状況（組入全銘柄）

損保ジャパン・グリーン・オープン　（愛称：ぶなの森）
銘柄名 業種 コメント

ウシオ電機株式会

社

電気機器業 光源、光学装置、映像装置、産業機械の製造販売を行っているウシオ電機グループは、環境

方針の基本理念に「地球環境との共生が企業としての最重要課題の一つであると認識し、事業

活動のあらゆる場面における、環境保全への取り組みを通じて、持続可能な社会の実現に貢献

していきます。」と掲げ、第６期環境行動計画（２０１９～２２年度）では「環境配慮型製

品」「事業所ＣＯ２削減」「ＣＳＲ調達」「生物多様性」を柱として取り組んでいます。気候変

動への影響は「製品の使用」にかかる部分が大きいことから、２０３０年度までに製品使用時の

ＣＯ２排出量を２０１７年度比３３％削減との目標に向け、環境配慮型商品の開発を進

めています。製品が環境に与える影響を設計段階から評価して、環境性能を向上させた製品を

「グリーンプロダクツ（ＧＰ）」、その中でも革新的環境対応技術を採用した製品を「スーパーグ

リーン（ＳＧ）製品」として認定し、ＧＰ・ＳＧ比率の向上に取り組んでいます。

株式会社村田製

作所

電気機器業 ファンクショナルセラミックスをベースとした電子デバイスの研究開発・生産・販売を行っている村田

製作所は、ＣＳＲ憲章の環境保全分野において、「企業活動の過程で生じる社会、環境、天

然資源への悪影響を抑え、健康で安心して暮らせる社会の実現を目指す」ことを掲げています。

重点課題では、「気候変動対策の強化」、「持続可能な資源利用」、「公害防止と化学物質管

理」、について特定し、２０１９年度～２０２１年度の中期目標を設定しました。その中で、

「気候変動対策の強化」では、事業所への太陽光発電設備の導入および再生可能エネルギー

証書の購入を実施する等、２０２０年度の温室効果ガスの総排出量１５２万ｔ－ＣＯ２

以下に抑制する目標に対し、総排出量は１４２.５万ｔ－ＣＯ２（速報値）となりました。

また２０２１年度には更なる省エネや再生可能エネルギー拡大の取り組みにより総排出量を

１４０万ｔ－ＣＯ２以下に抑制することを目指しています。さらに、社会全体の気候変動対

策を推進するために、ＳＢＴ（Ｓｃｉｅｎｃｅ Ｂａｓｅｄ Ｔａｒｇｅｔｓ）認証取

得等のイニシアチブ対応も進めていく考えです。

株式会社ＩＨＩ 機械業 「２１世紀の環境、エネルギー、産業・社会基盤における諸問題を、ものづくり技術を中核とする

エンジニアリング力によって解決し、地球と人類に豊かさと安全・安心を提供するグローバルな企

業グループとなる。」をグループビジョンとするＩＨＩグループは、長期視点で持続可能な社会の

実現に貢献する同社グループの「目指す姿」を定義し、事業を支える基盤として取り組む１４の

重要課題に対する活動内容を、「ＩＨＩ Ｓｕｓｔａｉｎａｂｉｌｉｔｙ ＤａｔａＢ

ｏｏｋ ２０２０」で報告しています。また、同社グループは持続可能な社会を実現するため、

環境負荷の低減に取り組んでいます。環境性能に優れたものを環境配慮製品とする認定制度

の運用や、ＴＣＦＤ（気候関連財務情報開示タスクフォース）の提言へ賛同し、情報開示の

枠組み「ガバナンス」「戦略」「リスク管理」「指標と目標」を戦略立案のツールとして役立てること

で、リスク管理の強化や事業機会の創出につなげています。

トヨタ自動車株式

会社

輸送用機器業 トヨタ自動車は、「トヨタ基本理念」のもと、環境問題を経営における最重要課題のひとつと捉え

ており、２０１５年に「トヨタ環境チャレンジ２０５０」を策定して、「新車ＣＯ２ゼロ」「工場

ＣＯ２ゼロ」「ライフサイクルＣＯ２ゼロ」「水環境インパクト最小化」「循環型社会・システム構

築」「人と自然が共生する未来づくり」の６つのチャレンジに取り組んでいます。この実現に向け、

各チャレンジについて２０３０年時点の姿を示した「２０３０マイルストーン」と、５カ年ごとの

具体的な実行計画である「第７次トヨタ環境取組プラン」（２０２５年目標）を設定し、毎

年進捗を確認しながら進めています。具体的な取り組みとして、「新車ＣＯ２ゼロ」では電動車

の開発・普及と燃費性能の向上、「工場ＣＯ２ゼロ」では再生可能エネルギーの有効利用、

「水環境インパクト最小化」では塗装工場での節水技術の開発や雨水の工業用水への利用等

を推進しています。

日野自動車株式

会社

輸送用機器業 日野自動車グループは、環境課題の解決を経営の最重要課題のひとつと位置づけて、環境保

全に関する基本的な考え方をまとめた「日野地球環境憲章」に基づき、長期目標である「日野

環境チャレンジ２０５０」と５年ごとのアクションプランである「環境取り組みプラン」を策定して活

動を推進しています。「日野環境チャレンジ２０５０」では「新車ＣＯ２ゼロ」「ライフサイクルＣ

Ｏ２ゼロ」「工場ＣＯ２ゼロ」「水環境インパクト最小化」「廃棄物ゼロ」「生物多様性インパクト

最小化」の６つのチャレンジを宣言し、２０２１年４月には、取り組みを加速させていくため、各

チャレンジの中間マイルストーンとして「日野環境マイルストーン２０３０」を策定・公表しました。

特にカーボンニュートラルの実現に向け、製品のライフサイクル全体の視点でＣＯ２を削減すべく、

製造工程における低炭素化、商用車の電動化、社会システムの基盤としての輸送の効率化に

取り組んでいくこととしています。

24枚組の10枚目です



基準日：　2021年7月15日

※ 後述の「当資料のご利用にあたっての注意事項」を必ずご覧ください。

環境問題への取組状況（組入全銘柄）

損保ジャパン・グリーン・オープン　（愛称：ぶなの森）
銘柄名 業種 コメント

新明和工業株式

会社

輸送用機器業 航空機、特装車、産業・環境システム等の製造・販売を行っている新明和グループは、企業の

持続的成長と持続可能な社会に貢献する「価値共創カンパニー」として、事業活動を通じて「環

境問題」の社会課題解決に取り組むこととしています。環境負荷低減に特化した課題を統括す

る「環境マネジメント推進委員会」を組織して取り組みを推進しており、ＩＳＯ１４００１に基

づく運用により事業所単位で目標設定と活動を推進するとともに、全社共通のテーマについて委

員会を通じて情報共有して、先行管理による目標達成を目指し、環境保全の継続的改善を

図っています。環境負荷低減活動としては、工場での化石燃料（天然資源）の有効利用等に

よる省エネ、３Ｒ（リデュース・リユース・リサイクル）とリフューズ（ごみとなるものは受け取らな

い）による廃棄物削減、工場での水の使用量・排水量の適正管理、汚染物質の大気・水域へ

の排出についての厳しい自主規制等を行っています。

株式会社アイシン 輸送用機器業 アイシングループは、２０２１年４月に中核企業のアイシン精機とアイシン・エィ・ダブリュが経営

統合して「株式会社アイシン」となり、新たな「アイシングループ経営理念」で、「提供価値」のひと

つに「持続可能な環境を未来へ：自然と調和し、誰もが安心して暮らせる社会のために、モビリ

ティの電動化やエネルギーを有効活用したクリーンパワーを通じて、より良い環境づくりに貢献しま

す」と掲げています。２０５０年にカーボンニュートラル実現を目指すことを宣言しており、マイルス

トーンとして２０３０年度目標を「ライフサイクルＣＯ２排出量削減率を２０１３年比２

５％以上」「生産ＣＯ２排出量削減率を同３５％以上」と設定しています。達成に向け、全

ての電動化商品を生産ＣＯ２フリー商品にするとともに、クリーンエネルギー関連商品の販売を

グループ全体の生産ＣＯ２排出量に相当する累積２００万台（ＣＯ２削減貢献２３０万

ｔ相当）まで拡大することを目指しています。

本田技研工業株

式会社

輸送用機器業 Ｈｏｎｄａグループは、全ての環境取り組みの指針となる「Ｈｏｎｄａ環境宣言」において、

製品のライフサイクルの各段階で環境負荷を低減する姿勢を明文化し、「Ｈｏｎｄａ環境・安

全ビジョン」に掲げた「『自由な移動の喜び』と『豊かで持続可能な社会』の実現」に向けて環境負

荷の低減に取り組んでいます。環境側面の重要課題としている「気候変動問題」「エネルギー問

題」「資源の効率利用」に対し、再生可能エネルギー活用によるＣＯ２排出のゼロ化、化石燃

料への高依存等に起因するエネルギーリスクのゼロ化、資源調達から使用済製品の回収・廃棄

に至るまでに発生するリスクのゼロ化を目指して、事業活動に取り組むこととしています。２０２

１年４月には、新たな目標として「２０５０年に全製品・企業活動を通じたカーボンニュートラ

ル」「電気自動車・燃料電池自動車の販売比率を、先進国全体で２０３０年に４０％、２

０３５年に８０％、２０４０年にはグローバルで１００％」を目指すことを表明しています。

豊田合成株式会

社

輸送用機器業 豊田合成グループは、「環境基本方針」において環境に配慮した事業活動を行うことを定め、長

期目標である「ＴＧ２０５０環境チャレンジ」と５年ごとの「環境取り組みプラン」を策定して環

境保全活動を推進しています。「ＴＧ２０５０環境チャレンジ」では「製品・技術」「脱炭素社

会」「循環型社会：排出物」「循環型社会：水」「環境保全・自然共生社会」「環境マネジメン

ト」の６つのチャレンジを掲げ、「脱炭素社会」については２０５０年のカーボンニュートラル（Ｃ

Ｏ２排出量ゼロ）を目指しています。そのマイルストーンである「Ｔａｒｇｅｔｓ ５０＆５

０」で、２０３０年までに「ＣＯ２排出量を２０１５年度比５０％削減」「再生可能エネル

ギー由来の電力利用率５０％」を目標とし、クリーンエネルギーを活用した発電設備や消費電

力の少ない生産設備の導入、設備のコンパクト化等の生産技術革新の推進、電動車向けの製

品開発を行っていくこととしています。

スター精密株式会

社

機械業 スター精密は、小型精密加工、組立をコア技術としてグルーバルに展開する電子機器・工作機

械・精密部品メーカーです。同社では、スペース、エネルギー全てを小さくすることが環境配慮のひ

とつとなると考え、小型精密加工、組立のコア技術を生かし、製品の小型・薄型化および使用段

階での環境への負荷低減を推進しています。具体的には、環境配慮型製品として、低消費電

力を実現したプリンターをラインアップし、クラウド上にレシートデータを電子化して保存・再利用が

可能な電子レシートサービスの提供や、新聞・段ボール等の古紙を再資源化した紙成形品を梱

包に使用するほか、余白を削減するバックフィード機能の搭載によりレシート用紙の使用量を削

減しています。また、スイス型自動旋盤については、部品の寿命を大幅に伸ばし、廃棄される残

材の長さを削減した新製品を開発しています。

24枚組の11枚目です



基準日：　2021年7月15日

※ 後述の「当資料のご利用にあたっての注意事項」を必ずご覧ください。

環境問題への取組状況（組入全銘柄）

損保ジャパン・グリーン・オープン　（愛称：ぶなの森）
銘柄名 業種 コメント

株 式 会 社

SCREEN ホ ー ル

ディングス

電気機器業 ＳＣＲＥＥＮグループは、「表面処理技術」「直接描画技術」「画像処理技術」の３つのコア技

術を保有し、それらを構成する要素技術を半導体市場、印刷市場、ディスプレー市場、プリント基

板市場等に展開しています。同社グループは、「ＳＣＲＥＥＮグループ経営大綱」ならびに新中

期経営計画「Ｖａｌｕｅ Ｕｐ ２０２３」のもと、脱炭素社会、循環型社会、自然共生社

会の実現を目指し、事業活動を通じた環境負荷低減対策を実施し、社会に大きな影響を及ぼ

す気候変動問題の解決に向けて取り組んでいます。２０３０年までに、事業所からのＣＯ２排

出量を３０％削減（２０１９年３月期比）、販売した製品の使用によるＣＯ２排出量を

２０％削減（２０１９年３月期比）するＳＢＴ（Ｓｃｉｅｎｃｅ Ｂａｓｅｄ Ｔａ

ｒｇｅｔｓ）の目標を設定し、取り組みを進めています。例えば、サプライチェーンにおけるＣＯ

２排出量削減について、取引先に対する定期的な事業説明会において、同社の活動方針や

方向性を示すと共に、「ＳＣＲＥＥＮ サプライヤー行動規範」に基づき、取引先との排出量削

減に向けた連携を推進しています。

トッパン・フォームズ

株式会社

その他製品業 トッパン・フォームズグループは、経営信条である「三益一如」に基づく基本理念・方針を制定し、環

境マネジメントシステムを基軸とした独自の環境保全活動に取り組んでいます。同社グループでは、

環境教育において、各生産事業所の環境担当事務局に対し、環境情報連絡会を年４回実

施、環境に関する基礎知識の習得を目的とし、環境関連法令の勉強会や法改正への具体的

対応方法についての情報を共有しています。環境目標に関しては「地球温暖化防止への取り組

み（ＣＯ２排出量総量の削減）」「化学物質リスクの抑制」「生物多様性への取り組み」「循環

型社会形成への取り組み（廃棄物最終埋め立て量の削減）」「環境コミュニケーションの促進」

の項目を重視しています。２０２０年度実績として、ＣＯ２排出量は、２０１９年度比、目

標の１．２％削減に対し１．６％削減、２０２１年度については２０２０年度比１．

２％の削減を目標としています。

リンテック株式会社 その他製品業 リンテックグループは社是「至誠と創造」の実現に向け、「ＬＩＮＴＥＣ ＷＡＹ」「リンテックグルー

プ行動規範ガイドライン」を基本に「粘着応用技術」、「表面改質技術」、「システム化技術」、「特

殊紙・剝離材製造技術」という四つの基盤技術を進化させ、新たな価値を生み出しています。ま

た、社是「至誠と創造」を根幹に、ＳＤＧｓを経営に組み込み、本業を通じて社会課題の解決

に貢献できるよう努め、マテリアリティ（重要課題）と関係性の高いＳＤＧｓターゲットを２０１

８年に特定しています。気候変動の緩和と適応に関する取り組みとして、各工場において、２０

１９年度は、生産設備の効率運転、ボイラーの効率運転、空調管理、照明のＬＥＤ化推進

などの省エネルギー活動に取り組みました。２０１９年度のＣＯ２排出量は１６３千ｔとな

り、２０１８年度の１７９千ｔよりも減少しました。２０２０年度は、低炭素排出の電力使

用にも取り組み、２０１９年度原単位で、ＣＯ２排出量は１％、電力使用量は１％の改善

を目指しています。

三井物産株式会

社

卸売業 三井物産は、マテリアリティ（重要課題）のひとつとして「環境と調和する社会をつくる」を掲げてお

り、気候変動や水資源問題、資源循環への対応を促進することを掲げています。同社では、発電

事業の持分発電容量に占める水力を含む再生可能エネルギー比率を２０３０年までに３

０％に引き上げることや、ＲＳＰＯ（持続可能なパーム油の生産と利用促進を目的とした非営

利組織）認証を含む持続可能なパーム油の調達を２０３０年までに１００％に引き上げるこ

と等を目標として設定しています。気候変動への対応の取り組みとして、気候変動リスクを最小化

するポートフォリオの継続的な見直しと、幅広い事業展開を活かした機動的な機会への挑戦に長

期的視点で取り組んでいます。再生可能エネルギー事業やモーダルシフト（貨物輸送を自動車か

ら環境負荷の小さい鉄道や船舶へと転換すること）を推進するほか、エネルギー消費の効率改善

やＣＯ２の排出抑制に寄与する取り組みを進めています。また、世界的に水資源問題への関心

が高まる中、水資源の保全および持続可能な利用の推進に向け水事業に取り組んでいます。さ

らに、ＧＨＧ（温室効果ガス）排出量の算定範囲を拡充し、２０２０年３月期からＳｃｏ

ｐｅ３の推計を開始しました。

株式会社イズミ 小売業 中国・四国・九州エリアにスーパー「ゆめタウン」を展開するイズミグループでは、環境問題への取り

組みが社会的責任を果たす最も基本的な活動と考え、地域市民として使命感に基づき、社員

一人ひとりが自発的に行動し、環境保全活動の実践に取り組むことを推進しています。また、地域

社会と協力し、環境負荷の軽減と循環型社会の構築を目指しています。二酸化炭素削減目標

として、２０５０年排出実質ゼロを目指し、例えば「ゆめタウン廿日市」では屋上での太陽光発

電を実施し、年間のエネルギー使用量を限りなくゼロに近づける取り組みをしています。同店舗で

は、更なる省エネに向けて次世代有機ＥＬ照明を試験的に導入し、消費電力の一層の削減へ

の対策を進めています。さらに、循環型社会への取り組みとして、食品廃棄物の肥料化、燃料化

を進めて食品廃棄物を分別管理し、２０１８年度比で２０３０年の食品ロスは５０％削

減、食品リサイクル率は７０％を目標としています。

24枚組の12枚目です



基準日：　2021年7月15日

※ 後述の「当資料のご利用にあたっての注意事項」を必ずご覧ください。

環境問題への取組状況（組入全銘柄）

損保ジャパン・グリーン・オープン　（愛称：ぶなの森）
銘柄名 業種 コメント

株式会社三菱Ｕ

ＦＪフィナンシャル・

グループ

銀行業 三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループは、２０２１年４月に全ての活動の指針である「ＭＵＦＧ

Ｗａｙ」を新設し、「世界が進むチカラになる。」を存在意義（パーパス）と定め、持続可能な

環境・社会の実現に向けて全てのステークホルダーの課題解決のための取り組みを進めています。

気候変動対応・環境保全を最も重要な取り組みのひとつとしており、事業を通じて脱炭素社会

へのスムーズな移行を支援し、カーボンニュートラル実現に向けて「再生可能エネルギー」「水素・

次世代エネルギー」「カーボンリサイクル」を重点領域として推進する方針のもと、２０１９年度か

ら２０３０年度までのサステナブルファイナンスの目標を２０兆円から３５兆円に修正しまし

た。また、ファイナンスにおいて環境・社会配慮を実現するための枠組みである「ＭＵＦＧ環境・

社会ポリシーフレームワーク」で、石炭火力発電セクターへのファイナンスは、新設の発電所に加え

て既存発電設備の拡張に対しても実行しないこととしています。

株式会社三井住

友フィナンシャルグ

ループ

銀行業 三井住友フィナンシャルグループは、サステナビリティの実現に向け、基本姿勢である「ＳＭＢＣグ

ループサステナビリティ宣言」と、それに基づく１０年間の計画としての「ＳＭＢＣ Ｇｒｏｕｐ

ＧＲＥＥＮ×ＧＬＯＢＥ２０３０」を策定して取り組んでいます。２０２１年５月には、気

候変動問題対策の強化のため、２０５０年までの長期行動計画である「気候変動対策ロード

マップ」と、短期的・中期的に実行する具体的な施策である「アクションプラン」を定め、「グループ

の温室効果ガス排出量を２０３０年に実質ゼロ」「２０２０年度～２０２９年度のグリーン

ファイナンスおよびサステナブルファイナンス実行額３０兆円（うちグリーンファイナンス２０兆

円）」との新たな目標を設定しました。グリーンファイナンスへの取り組みとして、例えば、再生可能

エネルギーの発電プロジェクトでは、融資、出資、発電設備や敷地の受託、発電設備のリース

等、グループ一体となって取り組んでいます。

株式会社千葉銀

行

銀行業 千葉銀行グループは、「ちばぎんグループサステナビリティ方針」のもと、長期志向で社会価値と経

済価値との両立を目指す「持続的経営（サステナビリティ経営）」に取り組み、「ちばぎんグルー

プＳＤＧｓ宣言」のマテリアリティ（重要課題）のひとつに「環境保全：持続可能な環境の保

全に貢献します」を掲げています。環境保全への貢献として、再生可能エネルギー関連プロジェク

トへの融資、取引先企業の廃プラスチック削減や資源リサイクル等の事業活動への資金対応、グ

リーンボンドやサステナブル・ディベロップメント・ボンドの販売を行っています。環境・社会に大きな

影響を与えると考えられるセクターへの融資に関しては、新設の石炭火力発電所向けは原則取

り組まない、クラスター弾製造企業向けは資金使途にかかわらず禁止、パーム油農園開発や森

林伐採事業向けは、国際的認証の取得、環境への配慮、地域社会とのトラブル発生等に十分

注意のうえ判断、との融資ポリシーを定めています。

イオンフィナンシャル

サービス株式会社

保険・証券・その

他金融業

イオンフィナンシャルサービスは、イオングループの一員として、「金融サービスを通じ、お客さまの未

来と信用を活かす生活応援企業」という経営理念のもと、ステークホルダーの期待に応え、社会

の持続可能な発展に貢献する企業集団を目指すとともにそのためのビジネスを推進しています。

環境保全活動として、「Ｗｅｂ明細（環境宣言）」により、封筒１通につき５００ｇのＣＯ

２排出量が削減でき、２０１９年度にはＣＯ２の排出量を年間約５万トン削減しました。そ

のほか、「ＰＥＴ－Ｇ素材のクレジットカードの発行」、「磁気ストライプの復元」等により環境負

荷を低減し、お客様の毎日の暮らしの中で「安心、便利、お得」にご利用いただける、「生活に密

着した金融商品・サービス」の提供を通じて、「低炭素社会の構築」、「生物多様性の保全」、

「資源循環型社会の形成」を柱とし環境保全に取り組んでいます。

MS&ADｲﾝｼｭｱﾗﾝ

ｽｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾙﾃﾞｨﾝ

ｸﾞｽ株式会社

保険・証券・その

他金融業

ＭＳ＆ＡＤインシュアランス グループは、「グローバルな保険・金融サービス事業を通じて、安心

と安全を提供し、活力ある社会の発展と地球の健やかな未来を支える」という経営理念の実現

に向け、「価値創造ストーリー」を紡ぐ企業活動を通じて、社会との共通価値を創造し、「レジリエ

ントでサステナブルな社会」を目指すとしています。同社グループは、優先的に取り組む課題とし

て、「気候変動の緩和と適応に貢献する」こと、「自然資本の持続可能性向上に取り組む」こと

や「人権を尊重した活動と対話を実践する」ことを掲げています。保険事業者として、自然災害

による巨大な集積損害リスクへの対応を進めるとともに、社会の変化を捉え、同社のリスクマネジ

メントの高度化を進めています。また、２００９年度比で温室効果ガス排出量を２０５０年

度までに７０％削減することを目標とし、事業活動による環境負荷低減への取り組みを進めて

います。さらに、保険やコンサルティングの提供を通じて、気候変動による異常気象が企業等の活

動に与える被害や損失への軽減策の提供等に取り組んでいます。

24枚組の13枚目です



基準日：　2021年7月15日

※ 後述の「当資料のご利用にあたっての注意事項」を必ずご覧ください。

環境問題への取組状況（組入全銘柄）

損保ジャパン・グリーン・オープン　（愛称：ぶなの森）
銘柄名 業種 コメント

第一生命ホール

ディングス株式会

社

保険・証券・その

他金融業

第一生命グループは、お客様、社会、株主・投資家、従業員からの期待に応え続けるための企

業行動原則として「ＤＳＲ憲章」を定めています。「ＤＳＲ」とは、「第一生命グループの社会的

責任（Ｄａｉ－ｉｃｈｉ’ｓ Ｓｏｃｉａｌ Ｒｅｓｐｏｎｓｉｂｉｌｉｔｙ＝ＤＳ

Ｒ）」を表し、ＰＤＣＡ サイクルを全社で回すことを通じた経営品質の絶えざる向上によって、

各ステークホルダーに向けた社会的責任を果たすと同時に、同社グループの企業価値を高めてい

く独自の枠組みです。同グループは、人々の「ＱＯＬ向上への貢献」を通じた新たな社会課題の

解決に貢献し、この考え方に基づく価値創造を、グループの総力を結集して世界中で展開するこ

とで、グループの成長性と持続可能性を高めることを目指しています。気候変動に関して、ＣＯ

２排出量については、同社グループ全体として、ＣＯ２排出量の前年度比１％削減を目標に

取り組んでおり、２０１９年度の実績は、約１３万８，９００ｔ－ＣＯ２（Ｓｃｏｐｅ

１：１万８００ｔ－ＣＯ２、Ｓｃｏｐｅ２：１２万８，１００ｔ－ＣＯ２）と、目標

である前年度比１％削減のペースを維持しています。

三井不動産株式

会社

不動産業 三井不動産グループでは、「グループ環境方針」のもと、「環境負荷の低減（Ｌｏａｄ　ｒｅｄ

ｕｃｔｉｏｎ）」「安全・安心、快適性の向上および持続可能性の確保（Ｑｕａｌｉｔｙ

ｉｍｐｒｏｖｅｍｅｎｔ）」「様々な主体との多様な連携・協力（Ｃｏｏｐｅｒａｔｉ

ｏｎ）」の３分野を一体的に推進することを取り組み方針としています。具体的な取り組みとし

て、同社グループでは、エネルギー消費原単位（延床面積当たり）を中長期にわたり年間１％

削減する方針を打ち出しています。２０１９年度のエネルギー消費原単位は０．０４０５

６㎘（原油換算）／ｍ２・年で、前年度比で３．４％削減しました。また、事業活動で消費

する電力を１００％再生可能エネルギーで調達することを目標とする国際的なイニシアチブ「Ｒ

Ｅ１００」に加盟し、ＲＥ１００地域パートナーであるＪＣＬＰ（Ｊａｐａｎ Ｃｌｉｍ

ａｔｅ Ｌｅａｄｅｒｓ’ Ｐａｒｔｎｅｒｓｈｉｐ）の正会員としても活動を進めていま

す。

三菱地所株式会

社

不動産業 三菱地所グループは、「三菱地所グループ環境基本方針」に基づいて、地球環境との共生に積

極的に取り組むとともに、２０１９年３月には２０３０年に向けた「三菱地所グループＣＯ２

中長期排出削減目標」を策定しました。具体的な目標数値として、ＣＯ２排出量は２０１

７年比で２０３０年までに３５％、２０５０年までに８７％削減することを掲げています。グ

ループのマンションブランド「ザ・パークハウス」では、２０１７年度より「低炭素建築物※」認定を

取得した物件の供給を開始しました。全館空調システム「マンションエアロテック」の全戸標準装

備や家庭用燃料電池「エネファームｔｙｐｅ　Ｓ」の導入等、複数の環境先進技術を取り入れ

ることにより、低炭素社会の実現に取り組んでいます。※二酸化炭素排出を抑制する工夫を凝

らした建築物に対して、「都市の低炭素化の促進に関する法律」に基づいて所管の行政庁が認

定を行う制度。

東日本旅客鉄道

株式会社

運輸業 ＪＲ東日本グループは、２０２０年度、新たに環境長期目標「ゼロカーボン・チャレンジ２０５

０」を策定し、グループ一体となって、２０５０年度のＣＯ２排出量「実質ゼロ」に挑戦すると

しています。具体的には、保有するエネルギーネットワーク「つくる～送る・ためる～使う」までのすべ

てのフェーズで新たな技術を積極的に導入し、ＣＯ２排出量削減に取り組んでいます。「つくる」

の取り組みでは、メガソーラー、大型風力発電所等、再生可能エネルギーのさらなる新規案件開

発に地域と協力し、消費電力における再生可能エネルギーの比率を高めています。「送る・ため

る」の取り組みでは、電車がブレーキをかけるときにモーターから発生する回生電力の貯蔵・活用

を進めています。「使う」の取り組みでは、列車運転時の消費エネルギーを最小化する加速と減

速のパターン（省エネ走行パターン）を開発し、路線ごとに導入しています。これらの取り組みに

より「脱炭素社会」への貢献とともに、環境優位性のさらなる向上と、サスティナブルな社会の実

現を目指しています。

日本通運株式会

社

運輸業 日本通運グループは、「日本通運グループ行動憲章」のうち特に「地球環境への責任」を推進

し、グループ全体で地球環境への責任を果たしていくため「日本通運グループ環境憲章」を制定

しています。同社グループでは、２０１１年から独自のエネルギー見える化システム「Ｎｉｔｔ

ｓｕ Ｅｃｏｌｏｇｙ ＆ Ｅｃｏｎｏｍｙ Ｓｙｓｔｅｍ（ＮＥＥＳ、ニーズ）」を運

用し、国内約２，０００カ所の拠点で使用する軽油や電気、ガス等のエネルギー使用量を正

確に把握することを可能としました。これにより拠点ごとの環境マネジメントシステムの運営や、エ

ネルギー使用量の削減活動を実践し、集約したデータは、節電等省エネ活動の取り組み結果と

して対外的な情報開示や新たな省エネ目標の策定に活用しています。二酸化炭素排出量の数

値目標としては、２０３０年度までに２０１３年度比で３０％を削減することを目指し、地

球温暖化の防止と循環型社会の構築を中心とした環境経営を推進しています。

24枚組の14枚目です
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※ 後述の「当資料のご利用にあたっての注意事項」を必ずご覧ください。

環境問題への取組状況（組入全銘柄）

損保ジャパン・グリーン・オープン　（愛称：ぶなの森）
銘柄名 業種 コメント

日本郵船株式会

社

運輸業 日本郵船グループは、「環境経営ビジョン」において、持続可能な社会の実現に向けての３つの

戦略「温暖化ガス排出削減の実践」「地球環境保全活動による社会貢献の推進」「グループ環

境経営の強化」を策定し、具体的な環境マネジメントプログラムに基づいて環境活動を実践してい

ます。同社グループでは、中長期のＣＯ２削減量の目標値を、船舶・海上輸送に関して、２０

１５年度比で２０３０年度に３０％、２０５０年度で５０％削減、サプライチェーン全体で

はそれぞれ、４０％、７０％削減する目標を掲げ、ＳＢＴイニシアチブよりＳＢＴ（科学的根

拠に基づく目標）認定を取得しています。２０１９年度の活動では、温暖化防止について、グ

ループ全体のＣＯ２排出量として２０１５年度比２．８％改善し、海洋環境保全における

環境に優しい技術等の採用に関しては、バラスト水処理装置の搭載推進により２０２０年３

月末時点で１５３隻搭載完了する等、取り組みを進めています。

株式会社商船三

井

運輸業 商船三井グループでは、２０２０年に策定した「商船三井グループ 環境ビジョン２．０」をアッ

プグレードし、長期的な排出削減ロードマップをより具体化し従来よりも一段高い定量目標を掲げ

た「商船三井グループ 環境ビジョン２．１」を２０２１年に策定しました。同ビジョンでは、「２

０２０年代中にネットゼロ・エミッション外航船の運航を開始する」「２０３５年までに輸送におけ

るＧＨＧ（温室効果ガス）排出原単位を２０１９年比約４５％削減する」「２０５０年ま

でにグループ全体でのネットゼロ・エミッション達成を目指す」を掲げています。これら達成のため、①

ＬＮＧ、合成メタン、アンモニア、水素等のクリーン代替燃料の導入、②省エネ技術の導入では、

ウインドチャレンジャー（硬翼帆式風力推進装置）の実機搭載等、③効率運航の深度化で

は、運行状況のリアルタイム・モニタリングによる燃料消費量の削減、④ネットゼロＧＨＧエミッション

を可能にするビジネスモデル構築では、国際ルール作りへの関与、⑤低・脱炭素事業拡大では、

洋上風力発電やアンモニア・水素等の次世代燃料領域における事業開発、等の取り組みを推進

しています。

日本電信電話株

式会社

情報通信業 ＮＴＴグループでは、環境宣言において、「社会が低炭素化している未来へ」「資源が循環してい

る未来へ」「自然と共生している未来へ」の３つのテーマを掲げ、ＩＣＴ（情報通信技術）サービ

スや最先端技術の提供等でこれに貢献しています。２０２０年５月には環境エネルギービジョン

「環境負荷ゼロ」を策定し、「グリーン電力の推進」「ＩＣＴ技術等による社会の環境負荷低減」

「革新的な環境エネルギー技術の創出」「圧倒的な低消費電力の実現」の４つの施策を講じて

います。また、同社グループのＣＳＲ重点活動項目として、人と地球のコミュニケーションの領域に

おいて、「ＩＣＴの利活用による環境への貢献」や、「事業上の環境負荷低減」等を特定してい

ます。具体的な取り組みとして、同社グループ全体でのグリーン電力化を進めています。２０２０

年はＮＴＴ持株本社、ならびにＮＴＴ研究所４施設等で、１００％再生可能エネルギー電

力への切り替えを進めました。さらに、同社グループの保有するＩＣＴ技術・直流給電技術を活

用し、再生可能エネルギー発電設備や蓄電池等の分散エネルギーリソースをより高度に活用する

ソリューションの開発・提供を通じ、再生可能エネルギーがより普及しやすい社会基盤の確立に貢

献し、持続可能な社会の実現を推進しています。

KDDI株式会社 情報通信業 ＫＤＤＩは、「地球環境との調和」を経営理念の一つとしており、「ＫＤＤＩ環境憲章」のもと、

「地球温暖化対策」、「循環型社会の形成」、「生物多様性保全」を推進しています。２０１７

年度から２０３０年度までの第４期環境保全計画「ＫＤＤＩ ＧＲＥＥＮ ＰＬＡＮ ２

０１７－２０３０」を策定し、二酸化炭素の自社排出量削減目標「２０３０年度７％削

減」（２０１３年度比）、エネルギー効率の高い国内外データセンターの構築、撤去通信設備

のゼロエミッション維持や生態系を保全するためのＩＣＴ（情報通信技術）の活用等を推進し

ています。具体的には、携帯電話の基地局での消費電力低減に向け、商用電力、太陽光パネ

ルによる発電、深夜電力により蓄電池に充電された電力を時間帯や天候の変化によって効率よく

供給する「トライブリッド基地局」の設置や、「基地局バッテリーの２４時間化」を進めています。さら

に、生物多様性保全への取り組みとして、ＫＤＤＩ総合研究所は、音響技術を活かし、産官

学連携による絶滅危惧種「ガンジスカワイルカ」の生態調査を実施しています。

東京瓦斯株式会

社

電力・ガス業 東京ガスグループは、経営理念、企業行動理念のもと「環境方針」と具体的な取り組み課題およ

び定量的な達成目標である４つの「環境目標」を定め、グループ全体で環境経営を推進していま

す。「環境目標」では、「ＣＯ２ネット・ゼロへの挑戦」「環境に係る価値共創の推進」「資源効

率・循環型社会の推進」「環境に関するステークホルダーとの良好な関係構築」を掲げています。そ

の中で、ＣＯ２ネット・ゼロの実現に向けて、電力事業では、再生可能エネルギー電源の拡大に

よる脱炭素化を推進するとともに、ＬＮＧバリューチェーンにおいて、ＣＯ２排出量が最も多い「お

客さま先」での排出抑制にも注力しています。具体的には、燃料転換等の天然ガスの利用促進

に加え、ガスコージェネレーションシステムによる分散型発電システムの普及拡大、スマートエネルギー

ネットワークや省エネ支援サービス等の推進、再生可能エネルギーの利用サポート等に取り組んでい

ます。

24枚組の15枚目です



基準日：　2021年7月15日

※ 後述の「当資料のご利用にあたっての注意事項」を必ずご覧ください。

環境問題への取組状況（組入全銘柄）

損保ジャパン・グリーン・オープン　（愛称：ぶなの森）
銘柄名 業種 コメント

株式会社 エ ヌ ・

ティ・ティ・データ

情報通信業 エヌ・ティ・ティ・データグループは、「ＮＴＴデータグループ環境方針」のもと、アクションプランとして

「ＩＴを通じたお客様・社会のグリーン化への貢献」「自社グループのグリーン化による地球環境へ

の貢献」「社員一人ひとりが環境について考え、積極的に貢献」を掲げ、地球と社会が直面する

環境の課題解決への貢献を進めています。具体的には、２０１９年１月に設立した「ＮＴＴ

データ 量子コンピュータ／次世代アーキテクチャラボ」における「トラックによる自動販売機への飲

料・釣銭補充の配送ルート最適化による交通量削減」や、２０２１年１月創設のスマートシ

ティの実現に向けた新ブランド「ＳｏｃｉｅｔｙＯＳ™（ソサエティオーエス）」により、デジタル

時代における社会やまちづくりの全体像をデザインする等の取り組みを進めています。また「ＮＴ

Ｔ ＤＡＴＡ Ｃａｒｂｏｎ－ｎｅｕｔｒａｌ Ｖｉｓｉｏｎ ２０５０」を新たに策

定し、自社のサプライチェーンを通じた温室効果ガスの排出削減目標「ＳＢＴ１．５℃目標に

そった温室効果ガス削減：２０３０年度までにＳｃｏｐｅ１・２⇒６０％削減、Ｓｃｏｐ

ｅ３⇒５５％削減（２０１６年度比）」を設定しています。

株式会社ダイセキ サービス業 ダイセキグループは、産業廃棄物収集運搬・中間処理、潤滑油製造ならびに石油製品販売を

行う会社です。環境方針では、「事業活動を通じて省資源、省エネルギーに努めるとともに、発

生する廃棄物の抑制を図ること」、「受け入れた廃棄物のリサイクル率を高めるための中間処理

技術の向上に努めること」、「産業廃棄物の収集運搬・中間処理を適切かつ安全に行い、また、

同作業上で与える環境負荷の低減及び環境汚染を予防すること」等を掲げています。この方針

に基づき、２００６年１２月から全拠点にあたる本社および６事業所において、ＩＳＯ１４

００１に則った環境マネジメントシステムを構築し、すべての従業員がＩＳＯ１４００１認証

登録事業所に属しています。同社グループは、高度な分析技術を駆使して、リサイクル率の向上

に努めるとともに、排出者と利用者の両者のニーズを満たす新たなリサイクル技術の開発に注力し

ています。その一環として、廃棄物の中から有用な金属や化学物質を回収・再資源化する「資

源回収プロジェクト」に全社を挙げて取り組んでいます。

株式会社ヤ マダ

ホールディングス

小売業 ヤマダ電機グループでは、地球環境との共存が持続的な社会・経済の発展につながるという考え

のもと、事業活動全体を通じた環境課題解決に取り組んでいます。２０２１年４月に環境方

針を改訂し、具体的な行動指針とすることで、リユース・リサイクルによるＣＯ２排出量削減活

動等環境負荷低減の取り組みを推進しています。例えば、パソコンリユース・リサイクルについて

は、グループ会社のインバースネットと協力し、中古パソコンの再商品化、再商品化のできないも

のは解体し、原材料として再利用（マテリアルリサイクル）、または燃料として再利用（サーマルリ

サイクル）を実施しています。また、定量的な目標設定・管理のもと、店舗・物流等から排出され

るＣＯ２の削減や、省エネ家電への買い替え促進等、お客様の製品使用段階でのＣＯ２を削

減する取り組みにも注力しています。グループの中核となるヤマダ電機では２００８年度よりグ

リーン電力を継続して利用しており、高崎にあるヤマダ電機本社社屋は、使用電力の１００％

をグリーン電力で賄っています。

森永乳業株式会

社

食品業 森永乳業グループは「乳で培った技術を活かし、私たちならではの商品をお届けすることで、健康

で幸せな生活に貢献し豊かな社会をつくる」ことを目指す企業として、環境保護や汚染の予防

等持続可能な社会づくりに貢献することを「森永乳業グループ環境方針」に掲げています。２０

１９年に発表した中期経営計画では「ＥＳＧを重視した経営」を発信し、７つの重要課題

「健康・栄養」「環境」「人権」「供給」「次世代育成」「人財育成」「コーポレート・ガバナンス」のひ

とつである「環境」についてもＫＰＩを設定し、省エネルギー、廃棄物削減に取り組みながら安

全・安心な商品を製造する等、サステナブルな社会への貢献に取り組んでいます。具体的には、

生産における環境負荷削減では、ＣＯ２排出量原単位削減において２０５０年度までに２

０１３年度比８０％削減、埋立廃棄物量削減において２０３０年度までにゼロを目指す、

また、環境に配慮した容器包装の使用促進では、容器包装リサイクル法対象プラスチック容器

包装の重量を２０１３年度比１０％削減するとして、環境活動を推進しています。

アステラス製薬株

式会社

医薬品業 アステラス製薬は、健全な地球環境の維持は持続可能な社会の構築の重要な課題であると同

時に、事業活動を継続する上での重要な課題であると考え、環境・安全衛生ガイドラインの主要

な項目についての短期的・中期的な活動目標として「環境行動計画」を設定し、数値目標の達

成に向けた取り組みを行っています。気候変動に関する環境行動計画では、２０１８年１１

月にＳＢＴ認定を受け、温室効果ガスの排出量（Ｓｃｏｐｅ１＋２）を２０３０年度ま

でに基準年度（２０１５年度）比３０％削減するとし、２０２０年度実績として基準年度

比３９％減を達成しました。また、Ｓｃｏｐｅ３についても、２０３０年度までに売上当たり

２０％削減する目標（基準年度比）について、２０２０年度実績で同比２１％減を達成

しています。気候変動対策以外の行動計画は、２０２５年を目標年度とした行動計画の見

直しを行い、水資源生産性では、２０１６年度実績から２０２５年度末までに、水資源投

入量に対する売上収益の比率で２０％程度向上させる目標を提示し、活動を推進していま

す。

24枚組の16枚目です



基準日：　2021年7月15日

※ 後述の「当資料のご利用にあたっての注意事項」を必ずご覧ください。

環境問題への取組状況（組入全銘柄）

損保ジャパン・グリーン・オープン　（愛称：ぶなの森）

※Scope2：他社から供給された電気、熱・蒸気の使用に伴う間接排出
※Scope3：Scope1、Scope2以外の間接排出（事業者の活動に関連する他社の排出）

※Scope1：事業者自らによる温室効果ガスの直接排出（燃料の燃焼、工業プロセス）

銘柄名 業種 コメント

横浜ゴム株式会社 ゴム業 横浜ゴムグループでは、全ての事業プロセスにおいて環境に与える負荷を最小限にするよう努める

とともに、新商品は設計審査の中で「地球温暖化防止」「資源再生・循環」「省資源」「安全・

快適性」の項目で評価を行い、環境に配慮した商品（環境貢献商品）を提供するとして、「全

社環境方針」、「横浜ゴムグループ行動指針」を定めています。これらの考え方にのっとり、エネル

ギーに関する方針では、設計・製造段階から、環境技術の開発・導入を進めると共に、製品・

サービスの提供に関わるステークホルダーとも協働し、バリューチェーン全体で持続可能なエネル

ギーの適正な利用と削減に取り組んでいます。２０５０年までに、同社グループのバリューチェー

ン全体で排出するＣＯ２総量を、基準年（２００５年度）比で５０％以上削減する長期

目標を掲げ、物流におけるモーダルシフト（貨物輸送をトラックから船や鉄道に変えること）の推

進、生産工程におけるシステム改善・節約改善・プロセス改善・管理システムの開発・生産システ

ムの導入・新エネルギー（再生可能エネルギー）の導入によるエネルギーの有効活用の推進等

をしています。

日本電気株式会

社

電気機器業 ＮＥＣグループは、企業の社会的責任として自らの事業活動に伴う環境負荷低減を図るととも

に、製品・サービスの提供を通して社会全体の環境負荷低減に貢献する「環境経営」を推進し

ています。また、環境面における行動指針を「環境方針」として制定し、役員から従業員に至るま

で、グループ全体で方針を遵守した行動の徹底に努めています。ＥＳＧ視点の経営優先テーマ

「マテリアリティ（重要課題）」のひとつに「気候変動（脱炭素）」を設定し、緩和と適応の両面

から対策を強化しており、「２０５０年を見据えた気候変動対策指針」に基づき、２０５０年

までに「自らの事業活動に伴うＣＯ２排出量（Ｓｃｏｐｅ１，２）を実質ゼロ」「サプライ

チェーンからのＣＯ２排出量（Ｓｃｏｐｅ３）を削減」を目標として取り組んでいます。さら

に、ＩＣＴ（情報通信技術）を活用した省エネ型の製品・サービス、洪水・土砂災害等の自

然災害リスクに備えるソリューション等を提供し、顧客や社会の気候変動対策に貢献していくこと

を目指しています。

24枚組の17枚目です



基準日：　2021年7月15日

※ 後述の「当資料のご利用にあたっての注意事項」を必ずご覧ください。

環境問題への取組状況（組入全銘柄）

損保ジャパン・グリーン・オープン　（愛称：ぶなの森）

１

・

2

3

◆

◆

《その他の留意点》
クーリングオフ制度（金融商品取引法第37条の６）の適用はありません。

収益分配金は、預貯金の利息とは異なり、投資信託の純資産から支払われますので、収益分配金が支払われると、その金額相当
分、基準価額は下がります。収益分配金は、計算期間中に発生した収益（経費控除後の配当等収益および評価益を含む売買益）
を超えて支払われる場合があります。その場合、当期決算日の基準価額は前期決算日と比べて下落することになります。また、
収益分配金の水準は、必ずしも計算期間におけるファンドの収益率を示すものではありません。投資者のファンドの購入価額に
よっては、収益分配金の一部又は全部が、実質的には元本の一部払戻しに相当する場合があります。ファンド購入後の運用状況
により、収益分配金額より基準価額の値上がりが小さかった場合も同様です。

詳細については、投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。

◆

ファンドとベンチマークは組入銘柄が異なることがあり、ファンドの運用成績はベンチマークを下回る場合があります。

株式の価格は、発行体の財務状態、経営、業績等の悪化及びそれらに関する外部評価の悪化等により下落することがあります。
組入れている株式の価格の下落は、ファンドの基準価額が下落する要因となります。
また発行体の倒産や債務不履行等の場合は、株式の価値がなくなることもあり、ファンドの基準価額が大きく下落する場合があ
ります。

◆流動性リスク
国内外の政治・経済情勢の急変、天災地変、発行体の財務状態の悪化等により、有価証券等の取引量が減少することがありま
す。この場合、ファンドにとって最適な時期や価格で、有価証券等を売買できないことがあり、ファンドの基準価額が下落する
要因となります。
また、取引量の著しい減少や取引停止の場合には、有価証券等の売買ができなかったり、想定外に不利な価格での売買となり、
ファンドの基準価額が大きく下落する場合があります。

┃投資リスク

当ファンドの基準価額は、組入れられる有価証券等の値動き等による影響を受けますが、これらの運用による
損益はすべて投資者の皆様に帰属いたします。したがって、投資者の皆様の投資元本は保証されているもので
はなく、基準価額の下落により、損失を被り、投資元本を割り込むことがあります。また、投資信託は預貯金
とは異なります。
当ファンドの主なリスクは以下のとおりです。
※基準価額の変動要因は、以下に限定されるものではありません。

◆価格変動リスク

◆信用リスク

株式の価格は、国内外の政治・経済情勢、市況等の影響を受けて変動します。組入れている株式の価格の下落は、ファンドの基
準価額が下落する要因となります。

環境問題への取組状況と本来の投資価値の両面から分析し、評価の高い銘柄に投資します。

《基準価額の変動要因》

┃ファンドの特色

主としてわが国の株式に投資し、中長期的に信託財産の着実な成長を目指します。

東証株価指数（TOPIX）とは東京証券取引所第一部上場全銘柄の基準時（1968年１月４日終値）の時価総額を100として、その

後の時価総額を指数化したものです。

東証株価指数（TOPIX）は、東京証券取引所の知的財産であり、東京証券取引所は、TOPIXの算出もしくは公表の方法の変更、

TOPIXの算出もしくは公表の停止またはTOPIXの商標の変更もしくは使用の停止を行う権利を有しています。

・

当ファンドは東証株価指数（TOPIX）をベンチマークとし、これを上回る運用成果を目指します。

わが国の金融商品取引所に上場（これに準ずるものを含みます。）されている株式を主要投資対象とします。

24枚組の18枚目です



基準日：　2021年7月15日

※ 後述の「当資料のご利用にあたっての注意事項」を必ずご覧ください。

環境問題への取組状況（組入全銘柄）

損保ジャパン・グリーン・オープン　（愛称：ぶなの森）

※

・ 税金は表に記載の時期に適用されます。

・ 以下の表は、個人投資者の源泉徴収時の税率であり、課税方法等により異なる場合があります。

換金（解約）時
及び償還時

所得税及び地方税
譲渡所得として課税
換金（解約）時及び償還時の差益（譲渡益）に対して20.315％

●税金

時期 項目 税金

分配時 所得税及び地方税
配当所得として課税
普通分配金に対して20.315％

┃お申込みメモ

5,000億円

換金代金

購入代金

購入単位

原則として午後3時まで（販売会社により異なる場合がありますので、詳細につきましては販売会社までお問い合
わせください。）

購入価額

申込締切時間

信託財産の資金管理を円滑に行うため、大口の換金請求を制限する場合があります。

購入・換金申込受付
の中止及び取消し

販売会社が定める単位　　　※詳細につきましては、販売会社までお問い合わせください。

購入申込受付日の基準価額

販売会社が定める日までにお支払いください。

換金請求受付日の基準価額から信託財産留保額を控除した額

換金請求受付日から起算して、原則として5営業日目からお支払いします。

換金単位

信託金の限度額

収益分配

受益権の残存口数が10億口を下回ることとなった場合、繰上償還することが受益者のため有利であると認めると
き、またはやむを得ない事情が発生したときは、繰上償還させることがあります。

信託期間

毎決算時（年1回）、収益分配方針に基づいて収益の分配を行います。
分配金を受取る一般コースと、分配金を再投資する自動けいぞく投資コースがあります。販売会社によっては、どちらか一方のみのお取扱いとなる場合があり

ます。各コースのお取扱いにつきましては、販売会社までお問い合わせください。

販売会社が定める単位　　　※詳細につきましては、販売会社までお問い合わせください。

繰上償還

換金制限

原則７月15日（休業日の場合は翌営業日）

委託会社は、取引所における取引の停止、外国為替取引の停止、取引市場における流動性が極端に減少した場合、
取引市場の混乱、自然災害、テロ、大規模停電、システム障害等により基準価額の算出が困難となった場合、その
他やむを得ない事情があると判断したときは、購入・換金の受付を中止すること、及び既に受付けた当該申込みの
受付を取り消すことができるものとします。

無期限（設定日　1999年9月30日）

決算日

換金価額

原則、毎決算時及び償還時に、交付運用報告書を作成し、あらかじめお申し出いただいたご住所に販売会社を通じ
て交付します。

運用報告書

課税関係
課税上は株式投資信託として取扱われます。公募株式投資信託は税法上、少額投資非課税制度「NISA（ニー
サ）」および未成年者少額投資非課税制度「ジュニアNISA（ニーサ）」の適用対象です。配当控除の適用があり
ます。なお、益金不算入制度の適用はありません。

公告 委託会社のホームページ(https://www.sompo-am.co.jp/)に掲載します。

※ 少額投資非課税制度「NISA（ニーサ）」および未成年者少額投資非課税制度「ジュニアNISA（ニーサ）」をご利用の場合

毎年、一定額の範囲で新たに購入した公募株式投資信託などから生じる配当所得および譲渡所得が一定期間非課税となります。販売会社で非
課税口座を開設するなど、一定の条件に該当する方が対象となります。詳しくは、販売会社にお問い合わせください。

※ 確定拠出年金法に定める加入者等の運用の指図に基づいて購入の申込みを行う資産管理機関および国民年金基金連合会等の場合、所得税およ

び地方税がかかりません。なお、確定拠出年金制度の加入者については、確定拠出年金の積立金の運用にかかる税制が適用されます。

※ 法人の場合は上記とは異なります。

※ 外国税額控除の適用となった場合には、分配時の税金が上記と異なる場合があります。

※ 税法が改正された場合等には、税率等が変更される場合があります。税金の取扱いの詳細については、税務専門家等にご確認されることをお

勧めします。

●委託会社・その他の関係法人

委託会社

受託会社

ファンドの運用の指図を行います。

ＳＯＭＰＯアセットマネジメント株式会社

金融商品取引業者（関東財務局長（金商）第351号）

加入協会　一般社団法人投資信託協会、一般社団法人日本投資顧問業協会

ホームページ　：　https://www.sompo-am.co.jp/

電話番号　　　：　0120-69-5432　●リテール営業部

販売会社
受益権の募集の取扱、販売、一部解約の実行の請求の受付、収益分配金の再投資ならびに収益分配金、償還金および一部解

約金の支払等を行います。

ファンドの財産の保管及び管理を行います。

みずほ信託銀行株式会社

24枚組の19枚目です



基準日：　2021年7月15日

損保ジャパン・グリーン・オープン　（愛称：ぶなの森）

環境問題への取組状況（組入全銘柄）

※

※

● 当該手数料等の合計額については、投資者の皆様がファンドを保有される期間、売買金額等に応じて異なりますので、表示することができません。

年率0.70％（税抜）
購入後の情報提供、運用報告書等各

種書類の送付、口座内でのファンド

の管理等の対価

受託会社 年率0.10％（税抜）
運用財産の管理、委託会社からの指

図の実行等の対価

その他の費用・
手数料

・監査費用：
　監査法人に支払うファンド監査
　にかかる費用
・売買委託手数料：
　有価証券等の売買の際、売買仲
　介人に支払う手数料
・保管費用：
　有価証券等の保管等のために、
　海外の銀行等に支払う費用

・監査費用

・売買委託手数料

・外国における資産の保管等に要する費用

・信託財産に関する租税　等

以下の費用・手数料等が、ファンドから支払われます。

上記の費用・手数料については、運用状況等により変動するものであり、事前

に料率、上限額等を表示することができません。

┃ファンドの費用

信託財産留保額 換金請求受付日の基準価額に0.3％を乗じた額です。

投資者が信託財産で間接的に負担する費用

運用管理費用
（信託報酬）

ファンドの日々の純資産総額に対して年率1.65％（税抜1.50％）を乗じ
た額です。
運用管理費用（信託報酬）は、毎日計上され、ファンドの基準価額に反映
されます。毎計算期間の最初の６ヵ月終了日および毎計算期末または信託
終了のときに、ファンドから支払われます。

運用管理費用（信託報酬）＝運用期

間中の基準価額×信託報酬率

委託会社 年率0.70％（税抜） ファンドの運用の対価

販売会社

投資者が直接的に負担する費用

購入時手数料
購入価額に3.3％（税抜3.0％）を上限として販売会社が定めた手数料率
を乗じた額です。

販売会社によるファンドの商品説

明・投資環境の説明・事務処理等の

対価詳細につきましては、販売会社までお問い合わせください。

当資料のご利用にあたっての注意事項

 当資料は、ＳＯＭＰＯアセットマネジメント株式会社により作成された販売用資料であり、法令に基づく開示書類ではありません。当
ファンドの購入のお申込みの際には販売会社より投資信託説明書（交付目論見書）をあらかじめ、または同時にお渡しいたしますので、
必ずお受け取りの上、詳細は投資信託説明書（交付目論見書）をご確認ください。

 当ファンドは、値動きのある証券に投資しますので、基準価額は大きく変動します。また、外貨建て資産に投資する場合には、為替リス
クがあります。投資信託は、リスクを含む商品であり、運用実績は市場環境等により変動します。したがって、元本が保証されているも

のではありません。

 信託財産に生じた利益および損失は、すべて投資者の皆様に帰属します。投資に関する最終決定はご自身の判断でなさるようお願い申し

上げます。

 投資信託は、預金や保険契約と異なり、預金保険機構・保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。

 登録金融機関でご購入いただいた投資信託は、投資者保護基金の保護の対象ではありません。

 当資料に記載されているグラフ・数値等は過去の実績を示したものであり、将来の運用成果を保証するものではありません。分配金に関
しては、運用状況によっては、分配金額が変わる場合、或いは分配金が支払われない場合があります。

 ファンドマネージャーのコメント、方針、その他の予測数値等については、作成時点での投資判断を示したものであり、将来の市況環境
の変動等により、当該運用方針やその他予測数値等が変更される場合があります。また、記載した内容は、将来の市況環境の変動等を保

証するものではありません。

 当資料に記載されている各数値は四捨五入して表示していることがありますので、誤差が生じている場合があります。

 当資料に記載されている各事項につきましては、正確性を期しておりますが、その正確性を保証するものではありません。当資料に記載
の当社の意見等は予告なく変更することがあります。

24枚組の20枚目です



基準日：　2021年7月15日

損保ジャパン・グリーン・オープン　（愛称：ぶなの森）

環境問題への取組状況（組入全銘柄）

●「ぶなの森」受賞歴

●委託会社受賞歴

Ｒ＆Ｉファンド大賞2011年
●投資信託 国内SRIファンド部門 『優秀ファンド賞』 ●確定拠出年金 国内株式部門 『優秀ファンド賞』

Ｒ＆Ｉファンド大賞2010年
●投資信託 国内SRIファンド部門 『優秀ファンド賞』 ●確定拠出年金 国内株式部門 『優秀ファンド賞』

Ｒ＆Ｉファンド大賞2009年
●投資信託 国内SRIファンド部門 『最優秀ファンド賞』 ●確定拠出年金 国内株式部門 『優秀ファンド賞』

Ｒ＆Ｉファンド大賞2008年
●投資信託 国内SRIファンド部門 『優秀ファンド賞』

Ｒ＆Ｉファンド大賞2007年
●確定拠出年金 国内株式部門 『優秀ファンド賞』

Ｒ＆Ｉファンド大賞2012年
●投資信託 国内ＳＲＩ・環境関連部門 『優秀ファンド賞』

第９回エコプロダクツ大賞 エコサービス部門
「エコプロダクツ大賞推進協議会会長賞（優秀賞）」

┃当社はＲ＆Ｉファンド大賞2010の「投資信託／総合部門」において国内株式総合「優秀賞」を受賞しました。

「Ｒ＆Ｉファンド大賞」は、Ｒ&Ｉが信頼し得ると判断した過去のデータに基づく参考情報（ただし、その正確性及び完全性につきＲ＆Ｉが保証するものではありません）の提

供を目的としており、特定商品の購入、売却、保有を推奨、又は将来のパフォーマンスを保証するものではありません。当大賞は、信用格付業ではなく、金融商品取引業等に関

する内閣府令第２９９条第１項第２８号に規定されるその他業務（信用格付業以外の業務であり、かつ、関連業務以外の業務）です。当該業務に関しては、信用格付行為に不当

な影響を及ぼさないための措置が法令上要請されています。当大賞に関する著作権等の知的財産権その他一切の権利はＲ＆Ｉに帰属しており、無断複製・転載等を禁じます。

「投資信託／総合部門」の各カテゴリーは、受賞運用会社の該当ファンドの平均的な運用実績を評価したもので、受賞運用会社の全ての個別ファンドについて運用実績が優れて

いることを示すものではありません。

Ｒ＆Ｉファンド大賞2017年
●投資信託 国内ＳＲＩ・環境関連部門 『優秀ファンド賞』

24枚組の21枚目です



販売会社名 区分 登録番号 日本証券業協会

一般社団法人

日本投資

顧問業協会

一般社団法人

金融先物

取引業協会

一般社団法人

第二種金融

商品取引業協会

備考

北洋証券株式会社 金融商品取引業者 北海道財務局長(金商)第1号 ○

アーク証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第1号 ○ ○

藍澤證券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第6号 ○ ○

エイチ・エス証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第35号 ○

株式会社ＳＢＩ証券 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第44号 ○ ○ ○

岡三オンライン証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第52号 ○ ○ ○

auカブコム証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第61号 ○ ○ ○

極東証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第65号 ○ ○

あかつき証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第67号 ○ ○ ○

みずほ証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第94号 ○ ○ ○ ○ ※３ 

損保ジャパンＤＣ証券株式会社

（確定拠出年金専用）
金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第106号 ○

立花証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第110号 ○ ○

ちばぎん証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第114号 ○

日産証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第131号 ○ ○

ばんせい証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第148号 ○

フィデリティ証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第152号 ○ ○

松井証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第164号 ○ ○

マネックス証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第165号 ○ ○ ○ ○

丸三証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第167号 ○

三田証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第175号 ○

楽天証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第195号 ○ ○ ○ ○

リテラ・クレア証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第199号 ○

ＳＭＢＣ日興証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第2251号 ○ ○ ○ ○

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式

会社
金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第2336号 ○ ○ ○ ○

安藤証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長(金商)第1号 ○

東海東京証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長(金商)第140号 ○ ○ ○

十六ＴＴ証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長(金商)第188号 ○

ＯＫＢ証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長(金商)第191号 ○ ※３ 

エース証券株式会社 金融商品取引業者 近畿財務局長(金商)第6号 ○ ※３ 

岩井コスモ証券株式会社 金融商品取引業者 近畿財務局長(金商)第15号 ○ ○

内藤証券株式会社 金融商品取引業者 近畿財務局長(金商)第24号 ○ ○

ワイエム証券株式会社 金融商品取引業者 中国財務局長(金商)第8号 ○

ひろぎん証券株式会社 金融商品取引業者 中国財務局長(金商)第20号 ○ ※３ 

FFG証券株式会社 金融商品取引業者 福岡財務支局長(金商)第5号 ○ ※３ 

株式会社北洋銀行 登録金融機関 北海道財務局長(登金)第3号 ○ ○ ※３ 

株式会社荘内銀行 登録金融機関 東北財務局長(登金)第6号 ○

株式会社北日本銀行 登録金融機関 東北財務局長(登金)第14号 ○ ※３ 

株式会社みずほ銀行 登録金融機関 関東財務局長(登金)第6号 ○ ○ ○ ※３ 

みずほ信託銀行株式会社 登録金融機関 関東財務局長(登金)第34号 ○ ○ ○ ※３ 

株式会社武蔵野銀行 登録金融機関 関東財務局長(登金)第38号 ○

株式会社千葉興業銀行 登録金融機関 関東財務局長(登金)第40号 ○ ※３ 

株式会社筑波銀行 登録金融機関 関東財務局長(登金)第44号 ○

株式会社第四北越銀行 登録金融機関 関東財務局長(登金)第47号 ○ ○

株式会社東京スター銀行 登録金融機関 関東財務局長(登金)第579号 ○ ○ ※３ 

PayPay銀行株式会社 登録金融機関 関東財務局長(登金)第624号 ○ ○

三井住友信託銀行株式会社

（確定拠出年金専用）
登録金融機関 関東財務局長(登金)第649号 ○ ○ ○

株式会社大垣共立銀行 登録金融機関 東海財務局長(登金)第3号 ○ ○ ※３ 

スルガ銀行株式会社 登録金融機関 東海財務局長(登金)第8号 ○

株式会社三十三銀行 登録金融機関 東海財務局長(登金)第16号 ○

株式会社山口銀行 登録金融機関 中国財務局長(登金)第6号 ○ ○

株式会社西京銀行 登録金融機関 中国財務局長(登金)第7号 ○ ※３ 

株式会社四国銀行 登録金融機関 四国財務局長(登金)第3号 ○

株式会社愛媛銀行 登録金融機関 四国財務局長(登金)第6号 ○

株式会社徳島大正銀行 登録金融機関 四国財務局長(登金)第10号 ○

株式会社北九州銀行 登録金融機関 福岡財務支局長(登金)第117号 ○ ○

株式会社豊和銀行 登録金融機関 九州財務局長(登金)第7号 ○ ※３ 

株式会社南日本銀行 登録金融機関 九州財務局長(登金)第8号 ○ ※３ 

旭川信用金庫 登録金融機関 北海道財務局長(登金)第5号

北海道信用金庫 登録金融機関 北海道財務局長(登金)第19号

空知信用金庫 登録金融機関 北海道財務局長(登金)第21号

●販売会社（順不同、○は加入協会を表す）

24枚組の22枚目です



販売会社名 区分 登録番号 日本証券業協会

一般社団法人

日本投資

顧問業協会

一般社団法人

金融先物

取引業協会

一般社団法人

第二種金融

商品取引業協会

備考

苫小牧信用金庫 登録金融機関 北海道財務局長(登金)第24号

大地みらい信用金庫 登録金融機関 北海道財務局長(登金)第26号

北門信用金庫 登録金融機関 北海道財務局長(登金)第31号

稚内信用金庫 登録金融機関 北海道財務局長(登金)第37号

会津信用金庫 登録金融機関 東北財務局長(登金)第20号

白河信用金庫 登録金融機関 東北財務局長(登金)第36号

須賀川信用金庫 登録金融機関 東北財務局長(登金)第38号

杜の都信用金庫 登録金融機関 東北財務局長(登金)第39号

二本松信用金庫 登録金融機関 東北財務局長(登金)第46号

福島信用金庫 登録金融機関 東北財務局長(登金)第50号

城北信用金庫 登録金融機関 関東財務局長(登金)第147号 ○

芝信用金庫 登録金融機関 関東財務局長(登金)第158号

さわやか信用金庫 登録金融機関 関東財務局長(登金)第173号 ○

かながわ信用金庫 登録金融機関 関東財務局長(登金)第197号 ○

千葉信用金庫 登録金融機関 関東財務局長(登金)第208号

甲府信用金庫 登録金融機関 関東財務局長(登金)第215号

しののめ信用金庫 登録金融機関 関東財務局長(登金)第232号

三条信用金庫 登録金融機関 関東財務局長(登金)第244号

長野信用金庫 登録金融機関 関東財務局長(登金)第256号 ○

信金中央金庫 登録金融機関 関東財務局長(登金)第258号 ○

大垣西濃信用金庫 登録金融機関 東海財務局長(登金)第29号

岡崎信用金庫 登録金融機関 東海財務局長(登金)第30号 ○

岐阜信用金庫 登録金融機関 東海財務局長(登金)第35号 ○

しずおか焼津信用金庫 登録金融機関 東海財務局長(登金)第38号

静清信用金庫 登録金融機関 東海財務局長(登金)第43号 ○

瀬戸信用金庫 登録金融機関 東海財務局長(登金)第46号 ○

知多信用金庫 登録金融機関 東海財務局長(登金)第48号

東濃信用金庫 登録金融機関 東海財務局長(登金)第53号 ○

豊田信用金庫 登録金融機関 東海財務局長(登金)第55号 ○

沼津信用金庫 登録金融機関 東海財務局長(登金)第59号

浜松磐田信用金庫 登録金融機関 東海財務局長(登金)第61号

興能信用金庫 登録金融機関 北陸財務局長(登金)第19号

のと共栄信用金庫 登録金融機関 北陸財務局長(登金)第30号

はくさん信用金庫 登録金融機関 北陸財務局長(登金)第35号

尼崎信用金庫 登録金融機関 近畿財務局長(登金)第39号 ○

永和信用金庫 登録金融機関 近畿財務局長(登金)第43号

大阪シティ信用金庫 登録金融機関 近畿財務局長(登金)第47号 ○

きのくに信用金庫 登録金融機関 近畿財務局長(登金)第51号

京都信用金庫 登録金融機関 近畿財務局長(登金)第52号 ○

京都中央信用金庫 登録金融機関 近畿財務局長(登金)第53号 ○

京都北都信用金庫 登録金融機関 近畿財務局長(登金)第54号

神戸信用金庫 登録金融機関 近畿財務局長(登金)第56号

西兵庫信用金庫 登録金融機関 近畿財務局長(登金)第73号

播州信用金庫 登録金融機関 近畿財務局長(登金)第76号 ○ ※３ 

兵庫信用金庫 登録金融機関 近畿財務局長(登金)第81号 ○

玉島信用金庫 登録金融機関 中国財務局長(登金)第30号

鳥取信用金庫 登録金融機関 中国財務局長(登金)第35号

広島信用金庫 登録金融機関 中国財務局長(登金)第44号 ○

高松信用金庫 登録金融機関 四国財務局長(登金)第20号

熊本第一信用金庫 登録金融機関 九州財務局長(登金)第14号

大分みらい信用金庫 登録金融機関 九州財務局長(登金)第18号

鹿児島相互信用金庫 登録金融機関 九州財務局長(登金)第26号

高鍋信用金庫 登録金融機関 九州財務局長(登金)第28号

北海道労働金庫 登録金融機関 北海道財務局長(登金)第38号

東北労働金庫 登録金融機関 東北財務局長(登金)第68号

中央労働金庫 登録金融機関 関東財務局長(登金)第259号

新潟県労働金庫 登録金融機関 関東財務局長(登金)第267号

長野県労働金庫 登録金融機関 関東財務局長(登金)第268号

労働金庫連合会 登録金融機関 関東財務局長(登金)第269号

東海労働金庫 登録金融機関 東海財務局長(登金)第70号

●販売会社（順不同、○は加入協会を表す）

24枚組の23枚目です



＜備考欄の表示について＞

※１　記載の日付より新規お取扱いを開始します。

※２　記載の日付以降の新規お取扱いを行いません。

※３　新規のお取扱いを行っておりません。

＜ご留意事項＞

・上記掲載の販売会社は、今後変更となる場合があります。

・上記掲載以外の販売会社において、お取扱いを行っている場合があります。

・詳細は販売会社または委託会社までお問い合わせください。

販売会社名 区分 登録番号 日本証券業協会

一般社団法人

日本投資

顧問業協会

一般社団法人

金融先物

取引業協会

一般社団法人

第二種金融

商品取引業協会
備考

静岡県労働金庫 登録金融機関 東海財務局長(登金)第72号

北陸労働金庫 登録金融機関 北陸財務局長(登金)第36号

近畿労働金庫 登録金融機関 近畿財務局長(登金)第90号

九州労働金庫 登録金融機関 福岡財務支局長(登金)第39号

損害保険ジャパン株式会社

（確定拠出年金専用）
登録金融機関 関東財務局長(登金)第142号 ○

第一生命保険株式会社 登録金融機関 関東財務局長(登金)第657号 ○ ○

日本生命保険相互会社

（確定拠出年金専用）
登録金融機関 近畿財務局長(登金)第36号 ○

●販売会社（順不同、○は加入協会を表す）

24枚組の24枚目です


